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   第 ４ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和５年10月16日(月曜日) 

午前９時57分開議 

            午前11時５分休憩 

            午後０時57分開議 

            午後２時９分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第35号 令和４年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第36号 令和４年度熊本県中小企業振

興資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

議案第40号 令和４年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第41号 令和４年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第46号 令和４年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計歳入歳出

決算の認定について 

議案第47号 令和４年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(11人) 

        委 員 長 髙 野 洋 介 

        副委員長 河 津 修 司 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 城 戸   淳 

        委  員 荒 川 知 章 

欠 席 委 員(１人) 

        委  員 池 永 幸 生 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

環境生活部 

         部  長 小 原 雅 之 

       政策審議監 上 田 哲 也 

医 監 山 口 喜久雄 

        環境局長 坂 野 定 則 

      県民生活局長 永 江 昌 二 

     環境政策課長 枝 國 智 子 

     水俣病保健課長 入 田 秀 喜 

     水俣病審査課長 佐 藤   豊 

    環境立県推進課長 吉 澤 和 宏 

      環境保全課長 村 岡 俊 彦 

      自然保護課長 蓑 田 公 彦 

       首席審議員 

   兼循環社会推進課長 鈴   和 幸 

  くらしの安全推進課長 東 田 智 裕 

      消費生活課長 三 角 登志美 

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

    人権同和政策課長 早 田 吉 秀 

商工労働部 

部 長 三 輪 孝 之 

総括審議員 

兼産業振興局長 内 藤 美 恵 

政策審議監 

兼商工雇用創生局長 清 田 克 広 

商工政策課長 池 永 淳 一  

商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

産業支援課長 辻 井 翔 太 

エネルギー政策課長 岡 山 公 明 

企業立地課長 元 田 啓 介 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 野 尾 晴一朗 

    会計課長 杉 本 良 一 

――――――――――――――― 
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監査委員事務局出席者 

          局 長 浦 田 隆 治 

監査監 天 野 誠 史 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 平 江 正 博 

       議事課主幹 宗 像 克 彦 

     議事課課長補佐 槇 原 俊 郎 

      ――――――――――――――― 

  午前９時57分開議 

○髙野洋介委員長 ただいまから第４回決算

特別委員会を開会いたします。 

 本日は、午前に環境生活部の審査を行い、

午後から商工労働部の審査を行うこととして

おります。 

 これより環境生活部の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いいたし

ます。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

いたします。 

 初めに、小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 環境生活部でございま

す。 

 令和４年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、環境生活部の事項につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。 

 指摘事項は、「公共関与産業廃棄物管理型

最終処分場エコアくまもとについては、熊本

地震等の災害廃棄物の受入れにより、当初の

予想を上回るペースで埋立てが進んでいる。

公共関与の役割の重要性や再度の災害発生を

念頭に置き、今後とも、産業廃棄物が支障な

く処分できるように対応すること。」という

御指摘でございました。 

 措置状況につきましては、まず、エコアく

まもとにつきましては、総容量約42万立方メ

ートルのうち約半分が埋め立てられ、残容量

が約21万立方メートルとなっています。 

 今後、災害廃棄物以外の産業廃棄物のみ

を、これまでの実績を踏まえ、毎年約7,000

立方メートル埋め立てた場合、20年以上は受

入れ可能でございます。 

 また、県内の最終処分場は、安定型、管理

型合わせて12か所で、総残容量が143万立方

メートルあります。 

 このほか、民間の管理型最終処分場の整備

計画を確認したところ、約105万立方メート

ルの拡張計画があり、既に環境アセスメント

の手続が終了し、早ければ令和８年度に整備

される予定であることを確認しております。 

 次に、災害が発生した場合の取組でござい

ます。 

 他県との連携が重要になるというふうに考

えております。 

 まず、九州地方知事会の取組である九州・

山口９県における災害廃棄物処理等に係る相

互支援協定に基づく連絡協議会において、災

害発生時の連携について確認しております。 

 また、環境省を中心とする大規模災害廃棄

物対策九州ブロック協議会においても、九州

各県の廃棄物処理施設における災害廃棄物の

受入れ基準に関するリストの共有などを進め

ております。 

 今後とも、公共関与の役割の重要性や再度

の災害を念頭に置き、民間事業者の動きを見

極め、併せて災害発生時の九州各県との連携

の強化を図りつつ、産業廃棄物が支障なく処

分できるよう取り組んでまいります。 

 御指摘に係る措置状況は、以上のとおりで

す。 

 続きまして、環境生活部の令和４年度決算

概要について御説明申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 
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 令和４年度歳入歳出決算総括表の左端、区

分欄のとおり、当部に関連する会計は、一般

会計及び熊本県のチッソ株式会社に対する貸

付けに係る県債償還等特別会計の２会計でご

ざいます。 

 まず、歳入でございますが、最下段の予算

現額109億5,000万円余に対しまして、調定

額、収入済額はともに108億7,400万円余で、

不納欠損及び収入未済はございません。 

 また、予算現額と収入済額との差額であり

ます7,500万円余は、主に事業繰越しに伴う

国庫補助金の減によるものです。 

 次に、歳出でございますが、最下段の予算

現額183億3,800万円余に対しまして、支出済

額は173億200万円余、繰越額は２億7,100万

円余で、不用額は７億6,400万円余でござい

ます。 

 不用額が生じた主な理由は、水俣病総合対

策事業における療養費の支給額が当初の見込

みを下回ったこと及び入札に伴う執行残など

によるものです。 

 以上が環境生活部の令和４年度決算の概要

でございます。 

 詳細につきましては、各課長が説明いたし

ますので、御審議のほどよろしくお願い申し

上げます。 

 

○髙野洋介委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いいたします。 

 枝國環境政策課長。 

 

○枝國環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 最初に、今年度の定期監査におきまして、

環境生活部への指摘事項はございませんでし

た。 

 次に、時間外勤務についてですが、「時間

外勤務の状況について」という資料をお願い

いたします。 

 環境生活部の令和４年度の時間外勤務数は

２万1,092時間で、職員１人当たり平均137時

間となっております。 

 また、令和４年度の４月から８月までが

9,616時間、令和５年度の同時期が6,983時間

であり、比較しますと、令和５年度が約

2,600時間の減となっております。 

 減の主な理由としては、下段のとおり、令

和４年度は、アサリの産地偽装問題や水俣病

関係訴訟等への対応のため、時間外勤務を要

したこと、また、部内各課において、職員の

業務分担の平準化や業務改善を図るなど、時

間外勤務の縮減に向けて取り組んでいる結果

と考えております。 

 それでは、環境政策課の決算について御説

明します。 

 資料の２ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入ですが、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 ３ページ、一般会計の歳出でございます。 

 上段の一般管理費は、災害対応等で人事課

から特別配当を受けた職員の時間外勤務手当

等です。この項目は、各部局の筆頭課に一括

して計上することとなっております。 

 中段の公害対策費は、職員給与費のほか、

環境生活部政策調整事業、水銀フリー推進事

業などでございます。 

 不用額674万円余については、待ち受け予

算である政策調整事業と職員給与費の執行残

等です。 

 下段の諸支出金は、次に御説明しますチッ

ソ株式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計への繰出金です。 

 ４ページをお願いいたします。 

 チッソ関連の特別会計でございます。 

 最初に、この特別会計の概要を御説明しま

す。 

 チッソが行う補償金の支払いに係る資金の

貸付けや水俣・芦北地域振興財団がチッソに

対して行った一時金の支払いに係る資金等の

貸付けのために発行した県債の償還などを行
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うための特別会計です。 

 チッソへの金融支援については、閣議了解

に基づき、県が県債等を発行して貸付けを行

いますとともに、チッソの経常利益の中から

可能な範囲で県に返済を求めております。こ

の返済額が県債の償還額に不足する場合は、

その８割を国庫補助金、残りの２割を全額交

付税措置のある特別県債を発行して、県の償

還財源に充当しております。 

 それでは、内容を御説明いたします。 

 まず、歳入について、全ての項目で、不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 ４ページ上段のチッソ貸付金元金及びその

下の利子の合計１億700万円余は、水俣病認

定患者に対する補償の支払いのため、チッソ

に貸し付けた貸付金の返済金です。 

 中段の水俣病問題解決支援財団出資費２億

7,600万円余は、いわゆる平成７年一時金県

債の元利償還のための一般会計からの繰入金

です。 

 下段の国庫支出金４億2,900万円余は、先

ほど触れましたチッソからの返済額が償還額

に不足する分の８割に相当する国からの補助

金です。 

 ５ページの上段の一般会計繰入金10億

5,900万円余は、特別県債の元利償還に必要

な資金の繰入れ、中段の県債は、後ほど歳出

に出てまいりますが、チッソに対する特別貸

付金１億600万円の財源として発行した県債

の額になります。こちらについては、全額交

付税措置されております。 

 下段の一般会計繰入金７億5,600万円余

は、平成22年の水俣病特措法に伴う一時金県

債に係る元利償還金に対する繰入金です。 

 ６ページからが歳出でございます。 

 上段のチッソ貸付費５億3,600万円余は、

水俣病認定患者に対する補償のための県債の

元利償還金です。 

 中段の水俣病問題解決支援財団出資費２億

7,600万円余は、平成７年一時金県債の元利

償還金です。 

 ７ページ上段の支援措置費のうち特別貸付

金１億600万円は、特別県債によるチッソへ

の貸付金となっております。 

 中段の公債費10億5,900万円余は、特別県

債の元利償還金です。 

 ８ページをお願いいたします。 

 一時金支払関係支援費７億5,600万円余

は、平成22年の特措法に伴う一時金県債の元

利償還金です。 

 環境政策課は以上です。 

 

○入田水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 説明資料９ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、下から２段目、水俣病総合対

策事業費補助が主なものです。 

 これは、当該補助の大部分を占める医療事

業における対象者数の減により、県の歳入予

算は、年度末に減額補正いたしております

が、国からの補助金は、年度当初の申請額に

より交付されるため、差額が生じるもので

す。 

 なお、この差額につきましては、本年度、

国に返還いたします。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 11ページをお願いいたします。 

 公害保健費について、不用額４億6,600万

円余の主なものは、水俣病総合対策費等扶助

費における対象者数の減により、療養費等の

支給実績が見込みを下回ったことによるもの

でございます。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 12ページをお願いします。 
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 歳入でございます。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額ともにございません。 

 次に、表の４段目、諸収入でございます

が、こちらも不納欠損額及び収入未済額はご

ざいません。 

 13ページをお願いします。 

 歳出でございます。 

 最下段の公害保健費でございますが、

3,769万円余の不用額が出ております。 

 これは、備考欄に記載のとおり、水俣病の

検診等に係る支出額が当初の見込みを下回っ

たことなどによるものでございます。 

 なお、翌年度への繰越額はございません。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 説明資料14ページをお願いいたします。 

 歳入でございますけれども、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 15ページ上段の環境保全基金繰入金につき

まして、予算額に対して収入済額が310万円

余の減額となっております。 

これは、基金充当事業の実績額が所要見込

額を下回ったことに伴い、基金の取崩し額も

減額となったものでございます。 

 最下段の雑入でございますが、これは、環

境センターの受変電設備の改修における水俣

市の負担金でございます。工事を次年度に繰

り越したため、負担金2,400万円余について

も次年度の受入れとなります。 

 事業の繰越しにつきましては、後ほど附属

資料で御説明させていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 下段の計画調査費ですが、これは、主に企

業局の工業用水道事業の資金不足に対する貸

付金でございます。このほか、地下水保全な

どを行うもので、不用額2,500万円余は、経

費節減等に伴う執行残でございます。 

 次の17ページでございますけれども、最下

段の企業局の工業用水道繰出金がございます

ので、こちらから説明させていただきます。 

 先ほど貸付金というのがございましたけれ

ども、これは、企業局の元利償還金の一部や

児童手当、電気料金価格高騰に係る交付金な

ど、一般会計が負担すべきと整理された費用

に対する補助金でございます。 

 それでは、17ページの２段目に戻ります。 

 公害対策費ですが、これは、地球温暖化対

策、環境センターの運営に係る事業などでご

ざいます。 

 不用額2,990万円余でございますけれど

も、環境センターの受変電設備の改修工事の

入札残等のほか、球磨川流域における断熱住

宅のリフォーム、新築に対する補助につい

て、執行額が見込みを下回ったことによる執

行残でございます。 

 最後に、繰越事業につきまして、こちらの

別冊の附属資料の１ページをお願いいたしま

す。 

 上段の環境センター運営事業につきまして

は、環境センターの受変電設備の改修の繰越

しでございます。 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、資材確保が困難となり、工事の施工に不

測の日数を要したため、繰り越したものでご

ざいます。なお、工事は既に完了しておりま

す。 

 下段の球磨川流域ゼロカーボン先進地創出

事業につきましては、断熱住宅のリフォー

ム、新築に対する補助を行いましたが、年度

内に完了しない補助対象工事がございました

ので、繰り越したものでございます。50％が

完了としておりますが、今日現在で既に完了

報告が全て提出済みでございます。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○村岡環境保全課長 環境保全課でございま

す。 
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 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、主なものを御説明い

たします。 

 まず、衛生費のうち、上から２段目の公害

対策費でございますが、これは、環境に著し

い影響を及ぼすおそれのある大規模開発に際

し、環境影響評価が実施される地域開発や公

共事業について、環境に悪影響をもたらさな

いよう事前に審査、指導を行うとともに、関

係機関との連絡調整を図るための環境影響評

価審査費などでございます。 

 不用額480万円余につきましては、人件費

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、３段目の公害規制費でございます

が、主な事業といたしましては、河川、海域

及び地下水の水質環境監視事業等でございま

す。 

 不用額1,370万円余につきましては、入札

及び経費節減に伴う執行残でございます。 

 次に、下段の環境整備費でございます。 

 主な事業といたしましては、市町村が実施

する水道施設の整備等に対して補助する水道

施設整備事業等でございます。 

 不用額280万円余につきましては、水道施

設整備事業に係る補助所要額の減に伴う執行

残でございます。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 21ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 上から３段目の新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金、これは、感染症対

応に係る自然公園内の施設改修に対する国の

交付金でございます。予算額に対して収入済

額が2,700万円余の減収となっております

が、これは、当初の改修計画で計上した箇所

につきまして、各振興局と調整した結果、改

修実施数が変更となったことによるものでご

ざいます。 

 説明資料22ページをお願いいたします。 

 上から２段目の自然環境整備交付金でござ

いますが、これは、国立公園内の施設整備等

に対する国の交付金でございます。予算額に

対して収入済額が１億5,000万円余の減収と

なっておりますが、主に繰越しとなったこと

によるものでございます。 

 事業の繰越しにつきましては、後ほど附属

資料により説明させていただきます。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 23ページをお願いいたします。 

 上から２段目の鳥獣保護費でございます

が、これは、野生鳥獣の適切な保護管理、野

生鳥獣由来の感染症対策、鳥獣捕獲の担い手

対策等を行うものでございます。 

 不用額1,400万円余は、主に入札に伴う執

行残でございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 上段の観光費でございますが、これは、国

立公園内の施設整備等を行ったものでござい

ます。 

 不用額9,000万円余につきましては、主に

入札等に伴う執行残でございます。 

 続きまして、今年度に繰越しとなった事業

について説明させていただきます。 

 別冊の附属資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 明許繰越しでございますが、事業名中段の

国立公園における国際化・老朽化対策等整備

交付金事業につきましては、令和２年７月豪

雨災の復旧工事の影響等により、労務確保が

できなかったことなどから、繰り越したもの

でございます。 

 なお、９月末には３か所とも事業は完了し
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ております。 

 最下段の国立公園満喫プロジェクト推進事

業の大観峰排水施設整備でございますが、地

元関係者との調整に不測の日数を要したた

め、繰り越したものでございます。 

 なお、年度内の事業発注を目指し、地元協

議を進めております。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 上段の国立公園等における国際化・老朽化

対策等整備交付金事業、令和４年国経済対策

分につきましては、市房山麓野営場の施設改

修でございますが、令和４年度２月補正で計

上した事業であり、年度内に十分な事業期間

を確保できず、繰り越したものでございま

す。 

 なお、年度内に事業完了の見込みでござい

ます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 上段の国立公園満喫プロジェクト推進事業

及び下段の国立公園満喫プロジェクト推進事

業、令和３年国経済対策分につきましては、

今年の１月に阿蘇中岳火口周辺の立入りが規

制され、資材搬入等ができず、工事施工に不

測の日数を要したため、繰り越したものでご

ざいますが、既に事業は完了しております。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○鈴循環社会推進課長 循環社会推進課でご

ざいます。 

 説明資料の25ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額及

び収入未済額ともにありません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、上から３段目、産業廃棄物処

理業許可申請手数料が予算現額に比べ392万

円余の増となっております。 

これは、申請件数が当初の見込みを上回っ

たことによるものでございます。 

 次に、国庫支出金につきまして、下から２

段目の海岸漂着物等地域対策推進事業費補助

が予算現額に比べ352万円の増となっており

ます。 

これは、補助事業実績額の確定により、歳

入予算が減額補正を行いましたが、国からの

補助金は、年度当初の申請額により交付され

たため、差額が生じるものでございます。 

 なお、この差額は、今年度国に返還いたし

ます。 

 続きまして、歳入について説明いたしま

す。 

 28ページをお願いいたします。 

 下段の環境整備費につきましては、1,625

万円余の不用額が生じておりますが、主に海

岸漂着物対策推進事業における補助事業の実

績減や各事業の経費節減等による執行残でご

ざいます。 

 循環社会推進課は以上です。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 29ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続いて、歳出について説明いたします。 

 30ページをお願いいたします。 

 交通安全対策促進費につきましては、高齢

運転者の安全運転支援装置等設置への助成、

飲酒運転根絶や自転車安全利用等に向けた交

通安全の啓発を図るための経費、交通事故相

談業務など、交通安全総合対策の推進に係る

経費でございます。 

 不用額771万円余は、高齢運転者安全運転

支援装置等設置推進事業の実績が見込みを下

回ったことによる執行残でございます。 

 繰越額の6,870万円につきましては、後ほ

ど附属資料で御説明します。 

 次に、諸費については、犯罪の起きにくい

安全安心まちづくりの推進や犯罪被害者等支

援、再犯防止推進に係る経費でございます。 
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 不用額1,132万円余は、犯罪被害者等見舞

金の実績が見込みを下回ったことによる執行

残でございます。 

 下段、31ページの青少年育成費につきまし

ては、青少年育成県民会議への補助、有害環

境調査やフィルタリング普及促進、グローバ

ルジュニアドリーム事業に係る経費でござい

ます。 

 不用額87万円余は、各種会議における委員

の報酬や職員旅費等の執行残でございます。 

 最後に、農業総務費については、アサリ産

地偽装対策における立入検査や巡回指導、食

の安全安心確保に係る県民会議やセミナー等

普及啓発、残留農薬等の食品検査などに係る

経費でございます。 

 不用額932万円余は、県産アサリ産地偽装

対策事業において、アサリのＤＮＡ検査を国

の機関に依頼したことに伴う一般役務費の執

行残やチラシ作成費用の執行残等でございま

す。 

 続きまして、附属資料５ページをお願いい

たします。 

 繰越事業について御説明いたします。 

 高齢運転者安全運転支援装置等設置推進事

業費として、ペダル踏み間違い防止装置及び

ドライブレコーダーの設置への助成を行いま

したが、装置の調達等に遅れが生じていたた

め、繰り越したものでございます。 

 繰越分の補助事業は、６月末をもって完了

し、７月からは、本年度予算により、引き続

き同事業を実施しているところでございま

す。 

 くらしの安全推進課は以上です。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 32ページをお願いいたします。 

 全ての歳入につきまして、不納欠損及び収

入未済はございません。 

 上から３段目、地方消費者行政強化交付金

が、予算現額に対して625万円余の減となっ

ております。 

 これは、主に当該交付金を活用した市町村

の補助金の実績額が当初の所要見込額を下回

ったものでございます。 

 続きまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について説明いたします。 

 消費者行政推進費は、県消費生活センター

における消費生活相談や啓発事業、市町村の

行う消費者行政への補助金、多重債務者への

生活再生支援事業、食品ロス削減推進事業な

どを主な事業としております。 

 1,326万円余の不用額が生じております

が、その主な理由は、市町村補助金の実績額

が予算額を下回ったこと及び入札残に伴う執

行残でございます。 

 消費生活課は以上です。 

 

○板橋男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 説明資料の34ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきましては、下から２段目の新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金が673

万円余の減となっております。 

 これは、新型コロナの影響による自粛等で

くまもと県民交流館パレアの利用料金収入が

減少し、施設の管理運営が厳しくなったこと

に伴い、指定管理者に対して運営支援を行い

ましたが、当初の所要見込額に対して実績額

が下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について説明いたします。 

 最下段の社会福祉総務費について、不用額

1,085万円余の主なものは、歳入でも御説明

いたしましたくまもと県民交流館パレアに関
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するものでございます。 

 運営支援の所要見込額は、２月補正予算で

計上いたしましたが、年度末に係る分は見込

みで算定しており、実際の利用料金収入は想

定より多かったため、支援実績額は少なくな

ったことによる所要額の残でございます。 

 そのほかは、事業の入札残及び執行残でご

ざいます。 

 男女参画・協働推進課は以上です。 

 

○早田人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 36ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 37ページ上段の諸費について、不用額476

万円余の主なものは、人権に関する広報啓発

事業の経費節減及び集合型の会議、研修をオ

ンラインに変更したことなどによる経費節減

に伴う執行残でございます。 

 次に、２段目の社会福祉総務費について、

不用額314万円余の主なものは、地方改善事

業に係る市町村への補助金の実績額が当初申

請額を下回ったこと及び経費節減による執行

残でございます。 

 人権同和政策課は以上でございます。 

 

○髙野洋介委員長 以上で環境生活部の説明

が終わりましたので、質疑を受けたいと思い

ます。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いいたします。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○岩下栄一委員 チッソ県債は、最初の発行

から何年ぐらいになる、30年ぐらいになりま

すかね。 

 

○枝國環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 一番当初、チッソに対する県債を発行しま

したのが、昭和52年に発行いたしまして、こ

れまでに至っておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩下栄一委員 40年ですかね。 

 

○枝國環境政策課長 46年です。 

 

○岩下栄一委員 46年。 

 患者救済のために、緊急避難的措置として

県債が発行されて、もう本当に長い年月がた

ってるなというふうに思いますけれども、そ

の後、チッソの経営努力によって、かなり企

業としても持ち直しているというふうに聞い

ておりますけれども、この償還は順調にいっ

てるわけですかね。 

 

○枝國環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 ただいま委員のほうからお話がございまし

たけれども、チッソの経営状況といたしまし

ては、現在、例えばウクライナ情勢の混迷化

なども含めまして、非常に厳しい状況にある

という事実はございます。ですので、チッソ

のほうでは、令和３年度に業務改善計画を策

定いたしまして、その業務改善計画に従って

着実に今進捗を進めていただいているという

状況でございます。 

 本県としましては、今委員のほうから話も

ございましたとおり、県への償還、あと、患

者救済への補償費の支払いなどをしっかりや

っていただくために、引き続きチッソへの経

営努力を求めていきますとともに、原因企業

としての責任の完遂を求めてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 以上でございます。 
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○岩下栄一委員 水俣病問題は、申すまでも

なく熊本県政の最大課題で、私らが１、２期

生の頃、この委員会は公害対策特別委員会と

言ったんですよ。で、チッソに不測の事態が

生じた場合に、政府が責任を持つというのは

閣議了解で決まったけれども、閣議了解なん

か当てにならんぞという声が圧倒的で、閣議

決定にまで持っていって、国が責任を持つと

いうことに相なったわけですけれども、長い

長い歴史ですね、これは。何とかうまく収拾

できればいいなと思います。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○城戸淳委員 17ページの公害対策費で、

2050くまもとゼロカーボン推進事業、また、

県民ゼロカーボン行動促進事業ということ

で、これだけ予算を使ってらっしゃいますけ

れども、事業内容と、それと県民の理解と企

業の理解はどれくらい進んでいるのかなとい

うのも少しちょっとお話しできればと思いま

すけれども、よろしくお願いします。 

 

○吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 まず、この事業内容でございます。 

 2050くまもとゼロカーボン推進事業につき

ましては、多くは球磨川流域の断熱リフォー

ムと新築補助の事業費でございます。 

 続きまして、県民ゼロカーボン行動促進事

業につきましては、例えば、このゼロカーボ

ン行動ブック、こういったものを作成しまし

て、県民の方々に、ゼロカーボン、カーボン

ニュートラルに即した行動を取っていただく

ようにお願いしていくという事業でございま

す。 

 委員の御指摘の、どれだけ浸透しておるか

というところにつきましては、私たちもはか

りかねている部分もございます。このブック

自体については、認知度は少しずつ上がって

きて評価していただいているんですけれど

も、より一層周知徹底してまいりたいと思っ

ておるところでございます。 

 

○城戸淳委員 やっぱり推進というか、県民

の方がなかなか理解が進んでないという面も

いろいろ聞くんですけれども、これは、毎年

予算を使って恐らく啓発活動もされていくと

思うんですけれども、2050年をゼロカーボン

ということであれば、それに向けての計画と

いいましょうか、どれだけ、やっぱり企業も

含めて、県民の皆さんも一緒にやってこれを

理解していく啓発を、いま一度また高めてい

ただきたいなと思います。 

 以上でございます。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○枝國環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 先ほど、岩下委員の御質問に対しまして、

一番最初の患者県債が発行されましたのは52

年というふうに申し上げましたけれども、す

みません、53年の12月でございまして、52年

の３月に閣議了解が行われまして、一番最初

に発行しましたのは、53年の12月でございま

す。 

 すみません。訂正させていただきます。 

 

○髙野洋介委員長 岩下委員、大丈夫です

か。 

 

○岩下栄一委員 はい。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○鎌田聡委員 すみません。33ページ、消費

生活課にお尋ねをいたします。 

 不用額が生じたということで、市町村への
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補助金の減ということでございましたが、私

は、この消費生活関係の相談は増えてるんじ

ゃないかなと思っておりましたが、それが市

町村相談員に対しての多分補助金等が減って

るのかなと思いますけれども、何か相談員さ

んが実際減られているのか、どういう状況で

減ったんでしょうか。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 御質問ありがとうございます。 

 まず、市町村のこの補助金が減ってるとい

うのは、実は、１つは、国の交付金の制度に

仕組みがございまして、市町村で、県も同じ

なんですけれども、10分の10で使える事業の

分が消費者庁が年数を制限してきておりま

す。その年数が来たものから10分の10に使え

なくなってしまっているという実情が今現状

ございまして、徐々に市町村で御活用いただ

ける補助金の額が減ってきてしまっていると

いう状況にございます。 

 

○鎌田聡委員 その分の市町村の持ち出しが

増えて、負担が増えてきているということな

んですかね。 

 

○三角消費生活課長 そうですね。特に、や

はり市町村で御活用いただいておりますの

は、最初、この交付金のもとになり――もと

というか、最初、消費者庁ができた平成21年

度前後に、地方消費者行政活性化基金という

のがありまして、その中で、相談員を置くた

めのお金として10分の10で活用いただけると

いうことで、市町村に消費生活センターとか

消費生活相談窓口が広がっていった現状がご

ざいます。その基金が途中で交付金になりま

して、10分の10で活用できる、相談員の人件

費として活用できる期間というのにまた制限

が入ったことによって、徐々にそれが活用で

きなくなっているというのが現状でございま

す。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 それによって、じゃあ市町村

の相談窓口がなくなったとか、相談員さんが

減ったとか、もうそういう状況が出てきてる

んですか。 

 

○三角消費生活課長 現時点は、そういう市

町村さんの相互の御努力によりまして、非常

に熊本県内は広域連携化が進んでおります。 

 現在、専門の相談員による相談が実施でき

てない町村は２町村だけで、あとのところで

は、現時点で専門の相談員による相談対応が

できているという状況ではございますが、今

後の状況に不安がございますので、県といた

しましては、様々な機会を捉えて、国に対し

て、こういう交付金の継続とより活用しやす

い交付金制度にしてくださいという要望をさ

せていただいているところでございます。 

 

○鎌田聡委員 ぜひ、何かこれからそういっ

た相談は増えつつあるなと思ってたんですけ

れども、そういうふうに何か逆行しているよ

うな国の対応ということで、ちなみに２町村

というとはどこになるのですか。 

 

○三角消費生活課長 現時点、職員の方々が

相談を受けてらっしゃるというのが、産山村

と津奈木町になります。 

 

○鎌田聡委員 県では、国に要望していると

いうことですので、ぜひ、やはりいろんな事

案が出てきて、いろんな相談がやっぱりこれ

から多様化もしていくと思いますし、専門性

も問われると思いますので、そういった分の

交付金はしっかりと確保できるような対応を

お願いしたいと思います。 

 それともう一点、すみません。 
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○髙野洋介委員長 どうぞ。 

 

○鎌田聡委員 ついでで申し訳ありませんけ

れども、ビッグモーターが結構問題になって

ますけれども、この手の相談というのは、ど

うなんですか。来てるのですか。 

 

○三角消費生活課長 ビッグモーターに関す

る御相談ですけれども、７月末時点で、県の

消費生活センターにいただいております相談

が――７月中旬にビッグモーターが、報道で

大きく取り上げられて以降、９月28日時点で

33件の相談が寄せられております。令和５年

度全体で36件というような状況になっており

ます。 

 

○鎌田聡委員 最近も結構来てるんですか。

もう大分落ち着いたとか……。 

 

○三角消費生活課長 そうですね。先ほど申

し上げました数字が、９月の末時点ほどの数

字でございまして、10月に入ってから若干落

ち着いている感はございますけれども、実際

に７月の中旬に報道で大きく取り上げられて

以降、９月末時点までに33件の御相談いただ

いている状況でございますので、やはり非常

に御相談としては多くなっているかと思いま

す。 

 

○鎌田聡委員 すみません。本当にもう深刻

な問題でもありますので、ぜひ、いろいろな

相談も大変だろうと、対応も大変だろうと思

いますけれども、しっかりと県民のそういっ

た不安とかそういったものに応えていただく

ようにお願いしたいと思います。 

 

○溝口幸治委員 ちょっと今のに関連してで

すが、昨年、県議会でも地方消費者行政の意

見書を提出して、当時、私が議長で、髙野先

生が副議長で、消費者庁まで行って、地方消

費者行政を進めるに当たって、安定的にやる

に当たって財源をしっかりやってほしいとい

う要望に、直接消費者庁に初めて行きまし

た。結果的にゼロ回答です。 

 なので、おっしゃったように、当初、制度

設計を国がやって、県も市町村も、よし、頑

張ろうってやったんだけれども、いわゆるは

しごを外されたみたいな感じなんですが、と

はいえ、鎌田先生が今おっしゃったように、

消費者を取り巻く環境というのは、ネットも

含め、いろいろな不安な材料は多いわけです

が、もう一度国に働きかけるとすれば、何と

いうかな、科学的根拠というか、相談がたく

さんありますよ、こういう新たな項目も出て

きますよみたいなものの整理が必要じゃない

かなというふうに個人的には感じてますの

で、その辺りをきちっと――去年行ってゼロ

回答で、今年行っても無理でしょうけれど

も、ここ２～３年できちっと取りそろえて、

そして、やっぱり国には粘り強くアタックし

ていくということが大事なのではないかと思

います。 

 県庁でも今消費者行政に関わっている方々

というのは、本当に一生懸命対応していただ

いてて、頑張っていらっしゃるという姿も見

ておりますので、そういう方々のモチベーシ

ョンを上げるためにも、議会と執行部と一緒

になって引き続き要望をしていく、そのため

の科学的根拠を、執行部の皆さん方には、市

町村とも連携を図りながら、きちっと整理を

しておいてほしいというふうに思っておりま

すので、その辺について何かコメントがあれ

ばお願いをいたします。 

 

○小原環境生活部長 昨年度、私も、当時の

溝口議長、髙野副議長と一緒に消費者庁に行

って要望させていただきました。先ほど、溝

口委員がおっしゃったとおり、なかなか芳し

いお答えをいただけなかったということでご

ざいます。 
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 この消費者行政に対する交付金、補助金に

つきましては、先ほど課長が説明しましたよ

うに、当初は、特に相談員の人件費について

十分な金額があったと思いますけれども、そ

の分がだんだん減ってきており、我々も非常

に危惧しておりまして、毎年請願もいただい

て、それを基に、県議会としても、国のほう

に意見書として出していただいてますし、我

々執行部としましても、政府提案ということ

で、毎年、国のほうには要望をさせていただ

いております。 

 その中で、今国のほうで、消費者相談体制

の見直しということで、ＩＴを使った上での

検討もされてるんですが、ただ、その中身

が、我々行政サイド、都道府県サイドとして

は、なかなか、それで本当にうまくいくのか

なと、ちょっとこれはどこまで言っていいか

あれなんですけれども、という問題もござい

まして、関東地方のほうでは、この内容では

駄目なんじゃないかというような要望もされ

ているというふうに我々も理解しておりま

す。 

 何しろ、その現場できちっと相談体制がで

きるということが一番大事ということは、委

員の先生方がおっしゃったとおりでございま

すので、何とか我々も、国のほうに十分な相

談体制が維持できるように、きちんと対応し

ていただきたいと思いますし、その根拠とな

るデータあたりも、今委員がおっしゃったと

おり、きちんとまとめていきたいというふう

に思っています。 

 以上でございます。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 冒頭、部長の概要説明のと

ころで触れられた指摘事項の中で、エコアく

まもとの部分なんですが、これは、熊本地震

のときに、急遽、瓦とかなんとか残渣がいっ

ぱい出たもんだから、これはもう仕方なく入

れなきゃいけないと。 

 瓦を入れると、リスクとして、防水シート

とかいろいろそういうふうに損傷、破れるん

じゃないかというようなことの心配があっ

た。それと、量によって、結果的にこの量が

どれだけになるかによって、埋まる分の量が

早くこれはなると。これは、20年ということ

だから、少しは安心かなとは思うんですけれ

ども、その後、防水シートなんかに傷が入る

とか、そういう心配は全然なかったのかとい

うことを１つ。 

 それと、民間で今143とか新たに105とかあ

るけれども、例えば熊本地震とか洪水の人

吉、球磨の部分、あのときの産廃の量は、大

体どのくらい出たかというのを、ちょっと教

えていただいてもらっていいですか。 

 

○鈴循環社会推進課長 すみません。１点目

の防水シートの件ですけれども、私も現場で

エコアの方に聞いてるんですが、特段シート

について支障があるという情報は、私のほう

では承知をしておりません。 

 ２点目、民間の管理型の最終処分場を今整

備されようと計画をしているところでござい

ますが、こちらは、分かりやすく言います

と、今年７月に、例えば木山川とかが氾濫し

て少しちょっと災害が起こったかと思うんで

すが、このときも、そちらの管理型処分場の

ほうで、最終処分といいますか、埋めていた

だいてという形で、非常にその辺については

理解がある業者さんだということで、私ども

のほうは承知しておりますので、今後、災害

が起こったときも、エコアはエコアでちゃん

と役割を果たしていかないといけないと思っ

てますが、その民間の業者さんもちゃんと使

命感を持って対応していただけるものだとい

うふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 それと、熊本地震と熊本豪
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雨のときのいわゆる産廃量は大体どのぐらい

出たのかと。それによって、もともと今の備

蓄高ではないけれども、熊本でこれだけでき

ますよという形の数字を、ボリュームをちょ

っと、その違いを知りたいもんだから。 

 

○鈴循環社会推進課長 少しお待ちください

――熊本地震のときは、エコアのほうに17万

5,000トン入れております。令和２年７月豪

雨のときに５万5,000トン入れております。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 それは、エコアには持って

いける産廃は限定的なもんだから、いわゆる

災害時にはもっとエコアには持っていけない

ような産廃の物っていっぱいあるわけです

よ。その量ですよ。 

 

○鈴循環社会推進課長 熊本地震のときに

は、総量で311万トン発生しております。そ

のうち17万5,000トンをエコアのほうに受け

入れております。それと、令和２年７月豪雨

時のときには、総量で47万トン発生しており

ます。これをエコアのほうに５万5,000トン

受け入れてるといった状況でございます。 

 

○城下広作委員 要するに、大きな災害があ

ると、これだけのボリュームが出てくるわけ

ですよ。エコアに全部入れてしまうと、それ

こそエコアの本来の役目じゃない下水とか汚

泥とか、どうしても最終的に処理ができない

ものを入れるのがエコアの役目であって、そ

れがもともと造ろうと公共関与ということに

なったから、通常の産廃なんていうのは、い

わゆる安定型とかそういう産廃の場所にせな

いかぬ。 

 だけど、なかなか、うちの熊本県で今ある

容量というのは、これでいくと合計だと248

かな、という形ですと。だから、足らない分

を結果的には県外に持っていってるというの

が現状なんですね。 

 災害は起こらないように願うんだけれど

も、いざとなった場合には、こうやった形の

やっぱりストックをしとかないと持ち場がな

いという現状があるなということを、改めて

この数字を見て確認したと。 

 かといって、ばんばん造れという話じゃな

くて、やっぱり本当に大型災害が出ると、捨

てるところはいつも悩むということは、これ

はもう課題だなということを改めて認識して

おきたいということでございましたので、こ

ちらの意見として述べさせていただきたいと

思います。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員 今の城下先生の話とちょっ

とかぶる部分があるんですが、民間が対応で

きないから公共関与という一つの大きな流れ

の中で進んできたわけでありますけれども、

要は、今後民間の整備計画があるというんで

すけれども、民間が全てを受け入れればいい

んですが、項目によっては受け入れないとい

う項目があるという状況がこれまでもあった

と思うんですけれども、そこにエコアの果た

す役割というのが多分現状でもあるんだとい

うふうに思いますので、民間が整備するか

ら、エコアは公共関与の役割がなくなるとい

う話ではないというふうに思うので、そこら

辺の民間との連携というのは非常に大事にな

ってくるのかなというふうに思いますので、

そこら辺の民間が整備する部分において、全

て対応できるのかどうかというのは、そこは

分かってるんですか。 

 

○鈴循環社会推進課長 今委員おっしゃられ

ましたけれども、おっしゃったことが当然で

ございまして、民間のほうも、受入れ可能な

災害廃棄物の品目であるとか、形状であると

か、寸法であるとか、そういったものがござ

います。 
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 その辺につきましては、今後、民間のほう

の業者さんとも話合いをさせていただきたい

というふうに思っております。 

 

○吉永和世委員 そこは非常に大事な部分だ

と思いますので、しっかりやっていただきた

いなと思いますし、あと、エコアの残容量を

さらに伸ばしていくというその対策、要は、

減量をするとか、減容量ですかね。要は、そ

の量を減らして埋めるという中間的な部分を

一つ加えるとかという、何かそういった方法

もあるのかなというふうに思いますので、そ

こら辺もしっかりと検討する必要があるのか

なというふうにちょっと思ってます。そこら

辺どうですか。 

 

○鈴循環社会推進課長 リサイクルが、先生

もう御存じかと思いますけれども、かなり進

んでおりまして、もともとエコアを造るとい

う計画のときは、２万5,000トンぐらい年間

で入れる予定だったのが、今、先ほど部長の

説明にありましたように、7,000トンぐらい

という形で、かなり圧縮されてるというよう

な状況なので、今以上にリサイクルを進めて

いく必要があるなという認識は、私どものほ

うとしても持っております。 

 

○吉永和世委員 しっかりやっていただきた

いと思います。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉永和世委員 もう１ついいですか。 

 

○髙野洋介委員長 どうぞ。 

 

○吉永和世委員 すみません。教えてほしい

んですけれども、不用額が生じた理由という

中に経費節減ってありますけれども、これ

は、庁一体的な取組という中で、多分そうい

う経費節減というふうに動いている部分もあ

るんだと思うんですけれども、それは、部長

名において、各課長に、こういった部分は経

費節減しなさいとか、そういったことがあっ

てるのかどうか。また、その経費節減する部

分、要は、どういった部分でその経費節減を

やってるのかというのを、ちょっと一例を教

えてていただければと思いますが。 

 

○小原環境生活部長 今吉永委員から質問さ

れたケースですけれども、私のほうから文書

等で経費節減の通知は出しておりません。た

だ、財政課から、毎年度当初に、経費節減、

予算計上したからといって全て使い切るんじ

ゃなくって、適切に使用しなさいよという通

知は毎年出ておりますので、それを基に各所

属のほうできちんと対応しているということ

だと思います。 

 その中で、例えば出張に行く人間をきちん

と必要人数に精査したりとか、あるいは会議

等でコピーする使用枚数を減らしたりとか、

今はもうＩＴ利用でということで出力しない

とかいうこともやっていますので、そういう

もろもろの積み重ねということかと思ってお

ります。 

 

○吉永和世委員 経費節減することは全然悪

いことじゃないので、本当に大事なことだと

思うんですけれども、ただ、行き過ぎた部分

は、ちょっとそこら辺はしっかり考えながら

やっていただきたいと思います。 

 

○小原環境生活部長 ありがとうございま

す。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○溝口幸治委員 すみません。時間外の勤務

の状況について説明をいただきましたけれど

も、令和４年度は、アサリの産地偽装という
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のは衝撃的で、結構マスコミでもたたかれた

やつなので、あそこはくらしの安全課も大変

だったし、農林水産部も大変だったので、こ

れで増えるのは、ある意味仕方がないことだ

と思いますけれども、くらしの安全課は、じ

ゃあ毎年というか、普通はあんまりないのか

なと。ないのかなというか、あるけれども、

ああいう残業はないのかなというふうに感じ

てます。 

 ただ、この水俣病関係は、やっぱり期限が

決まってて、そこまでにきちっと書類とかい

ろいろな調整して仕上げていくというのは、

ずっと見ていて、ここはやっぱり大変だなと

いうふうに感じてます。 

 ほかにも残業をやっているところもあるん

だろうと思いますけれども、私がちょっと問

題意識を持っているのは、残業するのはしよ

うがないところがあるんだと思うんですよ

ね、この水俣病とかも含めて。 

 だから、残業を減らせというよりも、しよ

うがなくするところはきちっとやって、その

分の残業代いわゆる時間外手当がきちっと支

給をされると、職員のメンタルも含めて、き

ちっとケアができる。そういう体制をやっぱ

りつくっていくことが働き方改革になると思

いますし、公務員を志望する方もどんどん減

ってるというふうに聞いてますので、やっぱ

り公務員になったら大変ばいて、残業ばっか

りして子供の世話もできぬとかという、そう

いう悪評が立たないように、やっぱり働き方

改革をやっていくことが必要だと思いますけ

れども、環境生活部として、その辺を今部長

がどうお考えになって徹底していこうと思っ

てらっしゃるのか、そのことをお聞きしたい

と思います。 

 

○小原環境生活部長 質問ありがとうござい

ます。 

 部としてといいますか、基本的には各課で

見てもらっているんですけれども、各課にお

いて、必要な時間外をきちっと上司が判断し

て部下に命令するという形になります。た

だ、そういう中でも、基本的には、本人が今

日はやりますよと、時間外勤務したいですと

いうことを受けて、上司のほうが、その時間

外は必要ですよということで認めて承認する

という形を取っております。 

 そういう中で、やっぱり各課あるいは係ご

とに、その業務が忙しい、そこまでないとい

うようなところでのバランスといいますか、

その辺が均一ではございませんので、その中

でいかに業務を分担しながら平準化していく

かというのが大事だと思っています。 

 頻繁にやるわけではないんですけれども、

例えば、環境政策課のほうの政策班に、忙し

い課のほうには応援したりとかということ

で、多少業務の平準化を図ったりとかいうこ

ともしてますし、一応部長の配置調整権とい

う形で総務部から認められている権限の中

で、部内での人のやりくりとか、そういうこ

とをしながら、多少の繁忙を緩和するという

ようなことをやってますけれども、なかなか

それだけでは全部ができるわけでございませ

んので、各所属の中で、忙しい方と若干そう

じゃない方についての――４月に事務分掌を

決めたから、ずっと１年間それだということ

じゃなくて、柔軟にそこは見直しながら、な

るべく特定の人に負担が長くかかる――やは

り１か月、２か月はしようがない部分もござ

いますけれども、それが半年とか長くかかり

過ぎると、先ほど委員がおっしゃったとお

り、メンタル的な体調的な不安も出てまいり

ますので、それがないように、各所属長に

は、部課長会等でしっかり部下職員を見とく

ようにと、変化がないかどうか、早めに気づ

いて手当てをするようにということは申し上

げさせていただいているところでございま

す。 

 

○溝口幸治委員 私たちは、働き方改革の小
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さいところまでは、実はもう議会側は見えな

いので、あとはもう幹部職員の方々の意識だ

と思います。 

 逆に言うと、我々も働き方改革をちょっと

考えていかないと、今後議員の成り手はいな

くなるんじゃないかと思うときがあるんです

けれども、お互いにそこはきちっとやりなが

ら、何かこう魅力ある職場をつくってこない

と、やっぱり次の世代が入ってこないと、本

当、やっぱり大変な時代になってくるんじゃ

ないかなと思いますので、その辺り心がけて

やっていただくようにお願いをしておきたい

と思います。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉澤環境立県推進課長 すみません。先ほ

ど城戸委員から、2050くまもとゼロカーボン

推進事業の御質問いただきましたけれども、

私間違って、１個上の球磨川流域のゼロカー

ボン先進地創出事業のことを答えてしまいま

した。 

 この2050くまもとゼロカーボン推進事業に

つきましては、同じく球磨川流域ではござい

ますけれども、太陽光発電の設備を導入する

といった県庁率先行動だったり、企業と勉強

会をしたり、また、企業のほうから今まで総

排出量の計画をいただいておったんですけれ

ども、どの設備からＣＯ₂を多く排出してい

るといった、そういった個別の報告をいただ

くというような計画調整制度の見直しとか、

そういったような企業向けの事業を行うもの

でございます。 

 すみません。訂正させていただきます。 

 

○髙野洋介委員長 城戸委員、大丈夫です

か。 

 

○城戸淳委員 いいです。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩下栄一委員 環境保全課の公害規制費の

問題です。 

 熊本の空は、おおむね良好と言えるんです

かね。 

 

○村岡環境保全課長 一時期は、ＰＭ2.5と

か、光化学オキシダントとか、注意報を発令

することもあったことがありますけれども、

かなりその要因として大陸側の影響というの

もあったんですけれども、非常にあちら側の

努力が進んで、そういった意味では、ここ10

年、ＰＭ2.5の値も相当落ちてまして、実

は、ほぼ県内、環境基準をクリアしていると

いう状況です。 

 10年ぐらい前は、ほぼ環境基準を超過して

たんですけれども、こういった点からいけ

ば、熊本の空はよくなっているのではないか

という認識でございます。 

 

○岩下栄一委員 大気汚染監視調査事業とい

うのが、ここに記載されておりますけれど

も、保環研の機器の更新がされまして、熊本

の空を監視されてるということですけれど

も、放射能についてはどうですかね。 

 

○村岡環境保全課長 放射能に関しまして

は、文科省からの委託ということで、大気中

のちりやほこりの中の放射性物質の量とか、

あと、降雨に入っている放射性物質の量、あ

と、いわゆる何とかシーベルトとか、空間放

射線量というんですけれども、空間中どれぐ

らい放射線が飛び交っているのか、そういっ

た測定を、項目によっては毎日、また、ほか

の項目によっては月ごとに、そういったこと

で放射能調査を行っているところでございま

す。 

 また、牛乳とか、お米とか、ホウレンソウ
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とか、そういった農作物の放射性物質の量も

計測しております。 

 これまでの調査結果から、何か放射性物質

が検出されるということは、自然由来ではな

い核実験とかそういったものに伴うものは検

出されていないという状況でございます。 

 

○岩下栄一委員 以前よく聞いたのは、黄砂

が飛んでくる時期に放射能の値が非常に上が

ると。それは、中国が砂漠で核実験をして、

その残りが黄砂に含まれて日本に飛んでくる

と、こう言われてました。 

 それから、もう古い話だけれども、チェル

ノブイリの原発事故のときに、偏西風によっ

て放射能が日本の上空に随分飛んできたとい

うような報告がありましたけれども、ロシ

ア、ウクライナ情勢なんかも混沌としてい

る。いつ何どき、その核を利用したりするこ

とが起こるかもしれない。 

 そういう中で、決して対岸の火事じゃなく

て、日本にも放射能が飛んでくるということ

を予測して、やはり日頃から監視体制を取っ

とく必要があると思います。 

 放射能のモニタリングポスト、県庁の屋上

に設置されとるというのは昔聞いたけれど

も、今はそういうのはあるんですか、もうな

いんですか。 

 

○村岡環境保全課長 モニタリングポストの

ほうは、県庁内に、屋上じゃなくて北側駐車

場の近くのほうに設置しております。 

 

○岩下栄一委員 ああ、そうなんですか。は

い、ありがとうございました。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 私のほうから１点、最後に御質問なんです

けれども、30ページ、くらしの安全推進課な

んですけれども、交通安全対策促進費で高齢

者運転の装置の不用額が700万ぐらいありま

すけれども、これは、実質多分この安全装備

のやつの不用額は300万ぐらいだと思うんで

すけれども、最初予算化されたときに、これ

は足らぬごつなっとじゃないかなと思って心

配したんですけれども、これは余ったという

ことは、あんまり人気がなかったというか、

なぜ余ったのかなというのを単純にちょっと

お伺いしたいんですけれども。 

 

○東田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 今委員長のお話のとおり、人気がなかった

というところというよりも、高齢者のアンケ

ート調査とかもやりましたけれども、なかな

か、必要でないと考えていらっしゃる高齢者

の方が多いというところが一つの大きな原因

であります。 

 それと、今現在車が進化してきまして、も

う既に標準的に踏み間違いの装置がついてい

る車も多々あるということで、いわゆる新車

ではなく、その後の後づけということで考え

ておりました関係で、事業がなかなか進まな

かったというところでございます。 

 

○髙野洋介委員長 毎週毎週高齢者の事故が

発生して、最悪死亡事故等がもう起きている

状態の中で、多分先ほど課長がおっしゃった

ようなことが一番メインだと思います。 

 自信を持ってらっしゃる高齢者の方でも、

我々が見たら危ないんじゃないかなと思うけ

れども、本人たちは、俺はまだ若い人間の反

応があるよとか言われますので、ここは警察

とも連携をしながら、少しでもやっぱりそう

いう危ない方には、危ないんですよというこ

とを分かりやすく説明をしながら安全を確保

せんといかぬかなと思いますので、これは、

くらしの安全推進課だけじゃなくて、県警や

多分健康福祉部とかそういうところも連携し

ながら、例えば県の老人クラブ連合会とかに

も出向いて、事故の内容とかそういうのも紹



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和５年10月16日) 

 - 19 - 

介しながら、やっぱりちょっと少し脅すよう

な形で、こういう高齢者の運転が今あってま

すよということを紹介しながら、少しでも理

解を深めながらやらなければいけませんが、

ただ、いかんせん田舎は交通事情が不便なと

ころもございますので、買物難民等々も出ま

すので、そこはそこでまた別の問題がありま

すけれども、しっかりそこはやりながら、少

しでも歩行者もそして運転者も守れるよう

な、そういう取組のほうを今後ともよろしく

お願いしたいと思っております。 

 以上でございます。 

 ほかに皆様方から何かありませんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙野洋介委員長 なければ、これで環境生

活部の審査を終了いたします。 

 これより午後１時まで休憩いたします。 

  午前11時５分休憩 

――――――――――――――― 

 午後０時57分開議 

○髙野洋介委員長 休憩前に引き続き委員会

を再開いたします。 

 これより商工労働部の審査を行います。 

 なお、執行部の説明は、効率よく進めるた

めに、着座のまま簡潔にお願いいたします。 

 それでは、商工労働部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

いたします。 

 初めに、三輪商工労働部長。 

 

○三輪商工労働部長 商工労働部でございま

す。 

 令和４年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において、施策推進

上改善または検討を要する事項等のうち、当

部関係の事項等につきまして、その後の対応

状況を御報告いたします。 

 共通事項として、委員長報告第４の１の御

指摘、具体的には「未収金対策については、

信頼関係を築きながら回収を進めることは大

切であるが、回収が厳しい場合は、公平性の

観点から、法的措置を取ることも含めて検討

するなど、適正な債権管理と徴収対策に努め

ること。」という御指摘でございます。 

 当部の未収金は、一般会計において、営業

時間短縮要請協力金、中小企業等グループ補

助金及び中小企業従業員住宅使用料、また、

特別会計において、中小企業振興資金貸付金

に関するものがございます。 

 これらの債権管理については、法的対応に

関する弁護士への相談や不動産鑑定等による

債務者の財産に関する状況の把握に努めてい

ます。また、当初計画に沿った返済が滞るこ

とのないよう、定期的な巡回訪問により、将

来返済困難になるような懸念材料が発生して

いないか、経営状況の確認を行っています。

さらに、必要に応じ専門家による経営面の助

言を行うなど、新たな未収金が発生すること

がないよう計画的に取り組んでいるところで

ございます。 

 徴収対策については、債務者の資力調査等

を実施した上で、資力に応じて返済するよう

催告していますが、一方で、民間の債権回収

会社、いわゆるサービサーを活用した催告や

担保物件の処分等を行いながら、強制競売等

の法的措置も視野に入れ、債権回収に取り組

んでいるところでございます。 

 しかしながら、債務者の事業中止や連帯保

証人の高齢化等により、現実的に回収が困難

と判断される案件もございます。そうした事

案については、貸付関係規程に基づく徴収停

止の手続を行うなど、債権放棄も視野に取り

組んでまいります。 

 引き続き、未収金の解消に向けて、適切な

処理に努めてまいります。 

 続きまして、令和４年度決算の概要につい

て御説明を申し上げます。 

 お手元の説明資料の１ページ、令和４年度

歳入歳出決算総括表を御覧ください。 

 当部に関連する会計は、一般会計と４本の
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特別会計がございます。 

 まず、歳入でございますが、一番左、歳入

の欄の一番下の段、予算現額1,299億9,749万

円余に対しまして、収入済額1,049億1,406万

円余、不納欠損額425万円余、収入未済額が

29億9,976万円余となっております。 

 収入未済額の主なものは、中小企業振興資

金貸付金に係るものでございます。 

 次に、右側、歳出でございますが、一番下

の段の予算現額1,499億3,235万円余に対しま

して、支出済額が1,140億4,629万円余、繰越

額が145億7,083万円余、不用額が213億1,522

万円余でございます。 

 繰越額は、主になりわい再建支援事業な

ど、災害復旧に係るものでございます。 

 また、不用額は、主に営業時間短縮要請協

力金事業の交付申請額及び中小企業金融総合

支援事業の金融機関への貸付額が見込みを下

回ったこと、なりわい再建支援事業の予算の

付け替え及び実績確定に伴う執行残などによ

るものでございます。 

 以上が商工労働部の決算の概要でございま

す。 

 詳細につきましては、各課長から御説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○池永商工政策課長 商工政策課長の池永で

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、商工労働部における定期監査の結果

につきまして、指摘事項はございません。 

 続きまして、商工労働部における時間外勤

務の状況について御説明いたします。 

 追加でお手元に配付させていただいており

ます「時間外勤務の状況について」とのタイ

トルがつきましたＡ４横の１枚紙をお願いい

たします。こちらになります。 

 商工労働部における４月から８月の時間外

勤務の時間数について、昨年度と本年度を比

較したものになります。 

 ３列のうち、真ん中の令和４年度の４月か

ら８月の総時間数が１万1,861時間、右端の

同時期の令和５年度の総時間数は9,585時間

となっております。昨年度から本年にかけて

2,200時間余りの減となっております。 

 また、下の段が１人当たりの平均時間数を

出した数字です。 

 令和４年度の４月から８月が62時間、令和

５年度同時期が50時間となっております。昨

年度から本年度にかけて、時間外勤務の総時

間数、１人当たりの平均勤務時間数ともに２

割ほど減となっております。 

 要因としましては、令和４年度は、新型コ

ロナ感染症対策のための事務や国の交付金申

請のための事務への対応がございましたが、

本年度はそれらがなくなったことにより、時

間外勤務総時間数、１人当たりの平均時間数

とも２割ほど減ったと考えております。 

 それでは、商工政策課の決算について御説

明いたします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございます。 

 歳入につきましては、予算に対して著しく

調定額の増減があるものなど、主なものにつ

いて御説明をさせていただきます。 

 まず、一般会計の２ページの国庫支出金の

うち、最下段の新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金につきまして、予算現

額と収入済額との比較で58億1,659万円の差

が生じております。 

 これは、営業時間短縮要請協力金の支給額

が見込みを下回ったことによるものでござい

ます。 

 ４ページをお願いします。 

 諸収入のうち、下から２段目の営業時間短

縮要請協力金負担金につきまして、予算現額

と収入済額との比較で６億3,626万円余の差

が生じております。 

 これは、営業時間短縮要請協力金の市町村

負担金で、協力金の支給額が見込みを下回っ
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たことに伴う市町村負担金の減によるもので

ございます。 

 各種団体精算返納金につきまして、477万

円余の収入未済額がございます。後ほど附属

資料で説明をさせていただきます。 

 続きまして、５ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。 

 歳出につきましても、不用額の大きいもの

など、主なものについて説明をさせていただ

きます。 

 上段の一般管理費は、人事課から特別配当

を受けました職員の時間外勤務手当等でござ

います。 

 この項目につきましては、商工労働部内の

各課分を商工政策課にて一括計上しておりま

す。 

 ６ページをお願いします。 

 上段の商業総務費の不用額64億5,722万円

余は、令和３年度から令和４年度に繰り越し

て支払いを行った飲食店の営業時間短縮要請

協力金の支給額が見込額を下回ったことによ

る執行残でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料をお願いしま

す。 

 附属資料の８ページ、令和４年度収入未済

に関する調べについて御説明いたします。 

 一般会計のうち、各種団体精算返納金につ

きまして、477万円余の収入未済がございま

す。 

 これは、営業時間短縮要請協力金で交付要

件を満たしていないことが判明したことに伴

う協力金の返納金３件分でございます。債務

者の経済的理由などにより、返納金の一括返

済が困難なため、令和４年度中は、一部の返

納にとどまったことによるものでございま

す。 

 下段の４、令和４年度の未収金対策に記載

しておりますが、今後も納入の継続的な働き

かけを実施し、返納の協力が得られない事業

者につきましては、支払い督促の申立てを実

施するなど、未収金の回収に尽力してまいり

ます。 

 商工政策課は以上でございます。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 資料お戻りいただきまして、説明資料のほ

うをお願いいたします。 

 資料７ページからが本課の決算になりま

す。 

 まず、一般会計の歳入から、主なものを御

説明いたします。 

 おめくりいただきまして、８ページをお願

いいたします。 

 国庫支出金のうち、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金につきまして、

予算現額と収入済額に13億9,353万円余の差

が生じております。 

 これは、主に県全体のコロナ交付金充当事

業の執行額の確定に伴いまして、県全体で交

付金の配分調整が行われたことによるもので

ございます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 同じく、国庫支出金のうち、中小企業組合

等共同施設等災害復旧費補助につきまして、

予算現額と収入済額に164億7,172万円余の差

が生じております。 

 これは、いわゆるなりわい再建支援事業の

ものでございますけれども、なりわい再建支

援事業を令和４年度から令和５年度に繰り越

したことによるものでございます。 

 10ページをお願いいたします。 

 基金繰入金のうち、新型コロナウイルス感

染症対応金融支援基金繰入金につきまして、

予算現額と収入済額に2,481万円余の差が生

じております。 

 これは、コロナ対応資金の保証料補助等の

財源としているものでございますけれども、
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このコロナ対応資金の残額が当初見込みを下

回ったことによるものでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 諸収入のうち、中段の中小企業貸付金回収

金につきまして、予算現額と収入済額に５億

円の差が生じております。 

 これは、県の制度融資を運用する金融機関

に、その貸付けの原資とするために預託金を

貸し付けているものでございますけれども、

この貸付額が当初の見込みを下回ったことに

よるものでございます。 

 なお、この貸付額は、金融機関から全額回

収をいたしております。 

 12ページをお願いいたします。 

 各種団体精算返納金につきまして、不納欠

損額６万円余及び521万円余の収入未済額が

ございます。これにつきましては、後ほど附

属資料で説明をさせていただきます。 

 また、下段の中小企業災害復旧資金利子補

給補助金につきましては、予算現額と収入済

額に5,314万円余の差が生じております。 

 これは、なりわい再建支援補助金の自己負

担分の借入れに伴う利子補給でございますけ

れども、なりわい再建支援補助金を繰り越し

たことによるもの及び実績見込みの減による

ものでございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 中小企業再生支援利子補給補助金につきま

して、予算現額と収入済額に１億125万円余

の差が生じております。 

 これは、コロナ資金の借換えが進みまし

て、国が保証料を補助するコロナ対応資金分

の残高が当初の見込みよりも下回ったことに

よるものでございます。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、一般会計の歳出でございます。 

 このうち、主に不用額の大きいものについ

て御説明をいたします。 

 14ページの商工費の商業総務費において、

１億9,000万円余の不用額が生じておりま

す。 

 これは、主にまちなかにぎわい回復支援事

業において、新型コロナ感染症の第７波及び

第８波の影響等もありまして、実績が当初見

込額を下回ったことによるものでございま

す。 

 また、繰越額が３億4,000万円ほど生じて

ございますが、これにつきましても、後ほど

附属資料で御説明をさせていただきます。 

 15ページをお願いいたします。 

 中小企業振興費において、９億4,000万円

余の不用額が生じております。 

 これは、主に県融資制度の貸付原資として

金融機関に貸し付ける預託金が当初の想定を

下回ったことに伴う執行残でございます。 

 また、４億1,000万円余の繰越額が生じて

おりますが、これにつきましても、後ほど附

属資料で御説明をさせていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 災害復旧費の商工施設災害復旧費におい

て、124億円余の不用額が生じております。 

 これは、なりわい再建支援事業の令和２年

事故繰越分について、コロナの影響などによ

り、令和４年度中の執行ができず、国の令和

４年度補正予算に振り替えられたもの及び実

績の減によるものでございます。 

 また、こちらでも120億円ほどの繰越額が

生じておりますが、これにつきましても、後

ほど附属資料で説明をさせていただきます。 

 続きまして、17ページからが、特別会計、

中小企業振興資金特別会計の決算でございま

す。 

 まず、17ページ、歳入でございます。 

 中段、繰越金でございますけれども、予算

現額と収入済額に２億359万円の差が生じて

ございます。 

 これは、予算現額は、歳出予算に見合う額

として繰越金の一部を歳入予算として計上し

ているのに対しまして、収入済額は、歳出予
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算に充当しない余剰金を含む繰越金全額を計

上する必要があるため、その差額が生じてい

るというものでございます。 

 また、この17ページから18ページにかけて

の諸収入におきまして、中小企業振興資金貸

付金償還元金、償還利子及び延滞違約金を合

わせまして、29億円余の収入未済額が生じて

おります。それと、419万円余の不納欠損額

も生じてございます。これにつきましても、

後ほど附属資料で御説明をさせていただきま

す。 

 19ページをお願いいたします。 

 特別会計、中小企業振興資金特別会計の歳

出でございます。 

 商工費のうち、中小企業振興資金助成費に

おきまして、813万円余の不用額が生じてご

ざいます。 

 これは、貸付先の経営状況診断委託費につ

きまして、償還に係る条件変更の申請がなか

ったことなどによります執行残でございま

す。 

 続きまして、附属資料のほうをお願いいた

します。附属資料でございます。 

 １ページをお願いいたします。 

 平成４年度繰越事業調べの明許繰越しにつ

きまして御説明をいたします。 

 まず、１段目のまちなかにぎわい回復支援

事業及び３段目の原油価格高騰等運送事業者

支援事業につきましては、新型コロナ対応地

方創生臨時交付金の有効活用のため、令和４

年度12月及び２月補正において予算化した事

業でございまして、年度内に十分な事業期間

を確保できなかったため、令和５年度に繰り

越しているものでございます。 

 また、２段目の中小企業者価格転嫁推進事

業につきましては、コロナの影響の長期化に

よりまして、年度内に事業が完了しないため

に、令和５年度へ繰り越しているものでござ

います。 

 さらに、一番下、４段目のなりわい再建支

援事業につきましては、国の経済対策による

予算措置を受けまして、令和４年度２月補正

で増額した事業でございまして、年度内に十

分な事業期間を確保できないため、令和５年

度に繰り越したものでございます。 

 続きまして、おめくりいただきまして、２

ページをお願いいたします。 

 事故繰越について御説明をいたします。 

 事故繰越は、なりわい再建支援事業でござ

いますけれども、これは、新型コロナ感染の

拡大の影響等によりまして、補助事業者の工

事の施工に不測の日数を要したために、令和

５年度へ繰り越したものでございます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 令和４年度収入未済に関する調べでござい

ます。 

 まず、９ページの一般会計で各種団体精算

返納金の収入未済について御説明いたしま

す。 

 上段１の歳入決算の状況につきまして、

521万円余の収入未済がございます。 

 これは、グループ補助金で取得した財産を

処分した際に生じる返納金に係る収入未済で

あり、件数としては４件ございます。 

 次に、２の収入未済額の過去３か年間の推

移でございますが、令和３年度と比較しまし

て、未済額が179万9,000円増加しておりま

す。 

 これは、令和４年度中に２件の未収金が解

消しました。その一方で、高額な案件を含む

２件の未収金が新たに発生しましたので、件

数自体に増減はございませんけれども、未収

金自体は増加したという状況でございます。 

 続きまして、３の収入未済額の状況につい

てでございますけれども、収入未済、先ほど

４件と申し上げました。その４件のうち２件

につきましては、一番左のほう、分割納入中

ということで、債務者から一括納付が困難で

あるとの申出を受けまして、分割納付を認
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め、計画どおりにこれは納付をしていただい

ております。 

 残り２件のうち１件は、その２つ右の欄で

ございますが、生活困窮ということでござい

まして、この生活困窮の１件につきまして

は、引き続き、分割納付を働きかけて、早期

の回収に努めてまいりたいと考えてございま

す。 

 また、最後、その他の欄に１件計上してお

りますものにつきましては、これは、債務者

が倒産状態にあり、納付が非常に困難である

ため、将来的には不納欠損処分も視野に入れ

て検討を進めてまいりたいと考えてございま

す。 

 最後に、４の令和４年度の未収金対策につ

いてでございますけれども、分納中の債務者

につきましては、計画どおりの返納を求めて

まいります。 

 また、この未収金につきましては、事後的

な財産処分となることで、返納すべき余力が

ない事例が多いという特徴がございますの

で、補助金を受給した全事業者に対しまし

て、年に１度、財産処分等を行う場合には、

事前に手続が必要であるということを周知す

る文書を発出しております。そういったこと

も含めまして、新たな未収金の発生防止の取

組にも力を注いでまいりたいと考えてござい

ます。 

 10ページをお願いいたします。 

 同じく収入未済でございますけれども、今

度は、中小企業振興資金特別会計の収入未済

でございます。 

 まず、上段の１の令和４年度歳入決算の状

況でございますけれども、収入未済額29億

7,982万円余の内訳でございますけれども、

これは、償還元金が28億564万円余、償還利

子が2,612万円余、延滞違約金が１億4,806万

円余というふうになってございます。 

 次に、下段の２の収入未済額の過去３年間

の推移でございます。 

 まず、令和４年度につきましては、新規の

収入未済額の発生はございませんでした。 

 令和３年度の未収金30億6,227万円余に対

しまして、令和４年度は、担保物件の売却費

7,000万円及び債務者からの返済金826万円余

を回収するとともに、419万円余の不納欠損

処分を行った結果、令和３年度と比べて

8,245万円余減少しまして、29億7,980万円余

となってございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 ３の収入未済額の状況につきまして、収入

未済が生じておりますのは、12の貸付先とな

ってございます。 

 このうち、一番左の分割納付中、下段の合

計欄のところを御覧いただきますと、８つの

貸付先で債権の総額が12億円余となってござ

います。 

 その２つ右のところで、生活困窮、これが

２つの貸付先、貸付金額が11億円余となって

ございます。 

 さらに一番右、その他に２件、２つの貸付

先がございまして、こちらが５億9,330万円

余となってございます。 

 このその他の２件の貸付先につきまして

は、既に廃業をされておりまして、主債務者

でありますとか連帯保証人の資力もないこと

から、今後、定期的に関係者の調査を実施し

まして、このまま資力の回復が認められなけ

れば、債権放棄や不納欠損の処分の手続を検

討していくということになると考えてござい

ます。 

 最後、下段の４の令和４年度の未収金対策

でございますけれども、まず、債権回収につ

きましては、法的解釈や助言を得るため、弁

護士に相談して回収を進めるとともに、弁済

のない連帯保証人に対しましては、文書や電

話及び面接により催告をしております。 

 また、先ほど御報告いたしましたとおり、

令和３年度に新たに未収先となった貸付先に

つきましては、担保不動産の任意売却の代金
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7,000万円余を回収したところでございま

す。 

 さらに、時効が完了した２つの貸付先につ

きましては、代表者の時効援用により債権が

消滅したため、後ほど御説明いたしますが、

不納欠損処分を行うなど、既存の未収金の削

減にも努めているところでございます。 

 続きまして、14ページをお願いいたしま

す。 

 令和４年度の不納欠損処分に関する調べで

ございます。 

 まず、一般会計でございます。 

 一般会計のところで、グループ補助金で取

得した財産の処分に係る返納金のうち、１件

について、債務者の破産手続廃止が確定した

ことによりまして、債権が消滅いたしまし

た。このため、約６万円余の不納欠損処分を

行ってございます。 

 続いて、15ページをお願いいたします。 

 特別会計でございます。 

 中小企業振興資金特別会計におきまして、

２件不納欠損処分をいたしております。 

 いずれも主債務者である法人が廃業いたし

まして、連帯保証人につきましては、自己破

産による免責などの理由で回収不能となって

いた案件でございまして、このたび、その代

表者が時効の援用をいたしました。この時効

の援用をいたしましたため、債権が消滅しま

したので、419万円余の不納欠損処分を行っ

たものでございます。 

 商工振興金融は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 委員会説明資料にお戻りいただいて、24ペ

ージをお願いいたします。 

 歳入に関する調べについて、主なものにつ

いて御説明申し上げます。 

 24ページの３段目、職業訓練施設整備費補

助につきましては、予算現額と収入済額との

差が6,320万円余のマイナスとなっておりま

す。 

 これは、県立高等技術専門校の拠点化推進

事業を令和４年度から令和５年度へ繰り越し

たことに伴う国庫補助金の減でございます。 

 続きまして、25ページをお願いします。 

 25ページ１段目、最上段の訓練事業費補助

につきましては、予算現額と収入済額との差

が１億1,900万円余のプラスとなっておりま

す。 

 これは、職業訓練に要する運営費につきま

して、２月補正編成後の年度末になって国の

内示額が増えたことに伴う国庫補助金の増で

ございます。 

 続いて、３段目、職業能力開発施設等整備

費補助につきましては、予算現額と収入済額

との差が2,806万円余のマイナスとなってお

ります。 

 これは、実績額が予算額を下回ったことに

よるもの、あわせて、県立技術短期大学校の

体育館の電気式移動観覧席の修繕の繰越しに

伴う国庫補助金の減でございます。 

 繰越額につきましては、後ほど附属資料の

ほうで説明させていただきます。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 26ページ１段目、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金につきましては、

予算現額と収入済額との差が１億1,335万円

余のマイナスとなっております。 

 これは、コロナ臨時交付金を財源としてい

る各事業の実績が予算額を下回ったことによ

る国庫補助金の減でございます。 

 続きまして、27ページをお願いいたしま

す。 

 １段目、生涯職業能力開発事業等委託金に

つきましては、予算現額と収入済額との差が

１億3,705万円余のマイナスとなっておりま

す。 
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 これは、離職者訓練の受講者が減少したこ

とや早期に就職が決まったことで訓練生が中

途退校したため、事業の実績が予算額を下回

ったことによる国庫委託金の減でございま

す。 

 続きまして、29ページをお願いいたしま

す。 

 29ページの諸収入のうち、２段目、延滞金

につきまして、994万円余の収入未済がござ

います。 

 これは、中小企業従業員住宅事業の延滞金

でございますけれども、収入未済額の内容に

つきましては、後ほど附属資料において御説

明させていただきます。 

 続きまして、30ページをお願いいたしま

す。 

 30ページの最下段、雑入につきましては、

予算現額と収入済額との差が1,386万円余の

プラスとなっております。 

 これは、県立技術短期大学校敷地への地役

権設定に係ります九州電力からの補償料等に

よる増でございます。 

 続きまして、歳出に関する調べについて御

説明します。 

 32ページをお願いいたします。 

 32ページ３段目、職業訓練総務費でござい

ますけれども、１億6,381万円余の不用額が

生じております。 

 主な理由としましては、右側の備考欄の事

業の概要のうち、上から４番目の熊本県職業

能力開発施設拠点化推進事業に係る基本設計

の委託料、それから、最下段の外国人材受入

事業者支援事業などの執行残によるものでご

ざいます。 

 33ページをお願いいたします。 

 33ページ、上段の職業能力開発校費でござ

いますけれども、１億6,141万円余の不用額

が生じております。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、下から２番目、離職者訓練事業に

つきまして、訓練受講者の減少、それから、

早期に就職先が決まったことで、訓練生が中

途退校したことなどによる執行残でございま

す。 

 次に、２段目の技術短期大学校費でござい

ますけれども、9,589万円余の不用額が生じ

ております。 

 主な理由としましては、備考欄の事業概要

のうち、下から２番目ですけれども、技術短

期大学校教育対策事業におけます工事請負費

や備品購入費の入札残でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料の３ページを

お願いいたします。 

 附属資料３ページは、令和４年度繰越事業

調べでございます。 

 上段の熊本県職業能力開発施設拠点化推進

事業は、県立高等技術専門校の建物の再整備

及び技能振興センターの設置に要する工事費

等でございます。 

 繰越理由としましては、民間建設需要の高

まりにより、資材の調達が遅れたことによる

繰越しを行ったものでございます。 

 ９月１日現在の進捗状況は36％となってお

りますが、年度末までに完了予定でございま

す。 

 それから、下段２段目の県立技術短期大学

校の教育対策事業ですけれども、こちらは短

期大学校体育館の電気式の移動観覧席の修繕

に要する経費の繰越しでございます。 

 理由としましては、半導体不足の影響で修

繕に必要な電気系統の部品の納入が遅れたこ

とから、繰越しを行ったものでございます。 

 ９月１日現在の進捗状況は42％でございま

したけれども、その後部品の確保ができまし

たので、先月９月に事業は完了しておりま

す。 

 続きまして、附属資料の12ページをお願い

いたします。 

 12ページ、令和４年度収入未済に関する調

べでございます。 
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 収入未済額は、上段の延滞金の欄にござい

ますとおり、994万円余でございます。 

 これは、中小企業従業員住宅事業の延滞金

でございますけれども、この中小企業従業員

住宅事業の概要について、まず御説明させて

いただきます。 

 これは、厚生年金を財源として県が企業の

従業員住宅を建設し、それを該当する企業に

有料で20年間貸し付けた後、その住宅を企業

に完済後に譲渡するものでございます。 

 そのうち、１者について、20年間の貸付期

間のうち約５年分の使用料を滞納となってい

るものでございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 これまでの未収金対策について御説明いた

します。 

 左側の年月のところを御覧いただきます

と、平成25年９月の熊本地裁の判決の結果、

貸付金と延滞金の額が確定いたしました。 

 その後、平成27年２月に、債務者の連帯保

証人の不動産の強制競売の申立てを行い、落

札された結果、貸付料をはじめとする債権の

一部に充当しております。 

 その後、平成29年３月に、債務者から債務

者所有の土地の任意売買について相談がなさ

れたため、弁護士とも相談の上、任意売買に

応じることとし、平成29年４月に910万円余

を回収いたしました。 

 平成30年度以降、債務者所有の残る不動産

の任意売買の状況の把握に努めております

が、立地条件等の理由から現在のところ買手

が見つからず、任意売買が困難な状況が続い

ております。 

 強制競売手続も検討しておりますが、債務

者は、県のこの債権以外にも社会保険料の滞

納等による多額の公債権を抱えておりますこ

とから、強制競売を申し立てたと仮定した場

合、先にその社会保険料等の公債権に配当さ

れた後の残額が、この994万円余の公債権の

ほうに充当されるということになりますの

で、現在のところは、時効が到来する令和９

年度までは任意売買に努めてもらうこととし

ております。 

 現在は、毎月、債務者から電話や面会等に

よる確認を行っております。 

 今後も、弁護士等と相談しながら、引き続

き、未収金の回収に努めてまいります。 

 労働雇用創生課は以上でございます。 

 

○辻井産業支援課長 産業支援課でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 お手数ですが、説明資料35ページからお願

いいたします。 

 産業支援課の一般会計の歳入でございま

す。 

 不納欠損額、収入未済額はございません。 

 以降、主立ったものを御説明させていただ

きます。 

 おめくりいただきまして、36ページをお願

いいたします。 

 ２段目の地方創生推進交付金につきまし

て、予算現額と収入済額に1,928万円余の差

が生じておりますが、これは、地域未来投資

促進事業において、資材不足及び価格高騰に

より、年度内の事業完了が困難となり、繰り

越したことによるものでございます。 

 こちらにつきましては、後ほど附属資料で

も御説明させていただきます。 

 続きまして、37ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金につきまして、予算現額と

収入済額に6,909万円余の差が生じておりま

すが、これは、中小企業ＤＸ推進事業補助金

において、令和４年度２月補正で予算化した

事業であり、年度内の事業完了が見込めず、

繰り越したものによるものでございます。 

 こちらにつきましても、後ほど附属資料で

御説明させていただきます。 

 続きまして、一般会計の歳出でございま



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和５年10月16日) 

 - 28 - 

す。 

 42ページをお願いいたします。 

 工鉱業振興費につきまして、7,055万円余

の不用額が生じております。 

 主な要因は、地場企業立地促進費補助にお

きまして、事業者からの補助申請額が見込み

を下回ったことにより生じたものでございま

す。 

 なお、翌年度繰越額に１億3,306万円余が

生じておりますが、これにつきましては、後

ほど附属資料で御説明させていただきます。 

 続きまして、44ページをお願いいたしま

す。 

 産業技術センター費につきまして、1,413

万円余の不用額が生じております。 

 主な要因は、新型コロナウイルス感染症の

影響による技術普及講習会のオンラインでの

開催など、活動内容を見直したことに伴う執

行残でございます。 

 続きまして、別冊の附属資料を御説明させ

ていただきます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございますが、上から１段目の

地域未来投資促進事業につきましては、先ほ

ど歳入で御説明しましたとおり、資材不足及

び価格高騰により、年度内の事業完了が困難

となり、繰り越したものでございます。 

 上から２段目の中小企業ＤＸ推進事業補助

金につきましては、令和４年度２月補正で予

算化した事業であり、年度内に十分な事業期

間を確保できなかったことから、繰り越した

ものでございます。 

 産業支援課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡山エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 説明資料の47ページをお願いします。 

 一般会計の歳入についてです。 

 不納欠損額、収入未済額はありません。 

 50ページをお願いします。 

 一般会計の歳出についてです。 

 不用額の大きいものについて説明します。 

 工鉱業振興費について、307万円余の不用

額が生じています。 

 これは、採石等育成増進事業など８事業に

おいて、実績が見込みを下回ったことや経費

節減に伴う執行残によるものです。 

 エネルギー政策課は以上です。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。よろしくお願いたします。 

 それでは、説明資料の51ページをお願いい

たします。 

 51ページから52ページにかけまして、一般

会計の歳入を記載しておりますが、不納欠損

額、収入未済額ともにございません。 

 まず、51ページ下段の諸収入の貸付金元利

収入を御覧いただければと思います。 

 予算現額と収入済額の間に２億円余の差額

が生じております。 

 こちらは、企業立地促進資金貸付金回収金

につきまして、新規貸付金の実績がなかった

ことによるものでございます。 

 52ページをお願いいたします。 

 中段、受託事業収入につきまして、予算現

額と収入済額で６億5,484万円余の差額が生

じております。 

 こちらは、企業誘致環境整備事業につきま

して、繰越ししたことによりまして、受託事

業収入が減になったものでございます。 

 繰越事業につきましては、後ほど附属資料

で御説明させていただきます。 

 53ページをお願いいたします。 

 続きまして、歳出でございます。 

 一般会計歳出につきまして、53ページ工鉱

業総務費におきまして、７億3,724万円余の

不用額が生じております。 

 主なものとしましては、概要のうち、上か

らポツ３つ目、企業立地促進資金融資事業に
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つきまして、新規申請がなかったこと、続き

まして、４ポツ目、企業立地促進費補助につ

きまして、補助金の交付申請額が見込額より

も少なかったことによるものでございます。 

 翌年度繰越額につきましては、附属資料で

御説明させていただきます。 

 続きまして、54ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、港湾整備事業特別会計でござい

ます。 

 こちらの歳入につきましては、不納欠損額

及び収入未済額はございません。 

 続きまして、56ページをお開きください。 

 ２つ目、臨海工業用地造成事業特別会計で

ございます。 

 こちらも、不納欠損額及び収入未済額につ

きましては該当ございません。 

 下段の繰越金でございますけれども、予算

現額と収入済額との間に６億4,170万円余の

差額が生じてございます。これは、過去の用

地売却収入等の繰越金でございます。 

 続きまして、58ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、高度技術研究開発基盤整備事業

等特別会計でございますけれども、こちらも

不納欠損額及び収入未済額はございません。 

 下段の繰越金でございますけれども、予算

現額と収入済額との間に２億3,407万円余の

差額が生じております。 

 これは、昨年度の工業団地管理費の執行残

を繰り越したものでございます。 

 次に、59ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳出でございます。 

 一番上の段、工鉱業費に1,033万円余の不

用額が生じております。 

 主なものにつきましては、管理をしており

ます各団地の除草などの管理経費の執行残で

ございます。 

 では、別冊附属資料のほうを御覧いただけ

ればと思います。 

 ５ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の明許繰越しでございま

す。 

 企業誘致事業及び企業誘致環境整備事業２

本につきまして、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響によりまして資材確保が困難にな

ったということで、工事施工に不測の日数を

要したことにより繰越しをしております。 

 続きまして、６ページをお願いいたしま

す。 

 こちらは、高度技術研究開発基盤整備事業

等特別会計におきまして、工業団地施設整備

事業につきまして、明許繰越しをさせていた

だいております。 

 こちらは、現地測量に係る調整に日数を要

しまして、年度内の事業完了が困難であった

ということで、繰越しをさせていただいてお

ります。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 改めて、一般会計、こちらは事故繰越でご

ざいます。 

 企業誘致環境整備事業につきまして、３億

円余の繰越しをさせていただいておりますけ

れども、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響によりまして、資材確保が困難で、工事に

不測の日数を要したためでございます。 

 最後に、16ページ、一番最後のページをお

願いいたします。 

 こちらは、県有財産処分一覧表でございま

す。 

 表の一番最下段に、決算年度に有償譲渡し

た１件100万円以上の県有財産を記載してお

りますが、５件掲載をさせていただいており

ます。 

 １番目の城南工業団地、２番から５番につ

きましては、くまもと臨空テクノパークの区

画を民間企業に売却したことによります処分

の一覧でございます。 
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 企業立地課は以上でございます。 

 

○髙野洋介委員長 以上で商工労働部の説明

が終わりましたので、質疑を受けたいと思い

ます。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いをいたします。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○岩下栄一委員 中小企業振興資金貸付金で

すけれども、未収が多いということで、こう

いうのは、審査は的確にされているわけです

かね。もう申請すればすぐ金が出るというと

じゃなかですよね。 

 

○田浦商工振興金融課長 中小企業振興資金

貸付金についての御質問でございます。 

 未収金が多いが、審査のほうが的確にされ

ているかという御質問でございます。 

 実は、この振興資金につきましては、平成

22年度から新規の貸付けというものは行って

ございません。今この未収に上がってござい

ますのは、平成21年以前の貸付けを行ったも

のということでございます。 

 貸付けを行うに当たりましては、県とこれ

は中小機構も一緒に資金を出してございます

ので、そこと連携をしながら審査をして貸付

けをしたという形になってございます。 

 

○岩下栄一委員 結構です。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○西山宗孝委員 附属資料の９ページの一番

下の４番のところにあります商工振興金融

課。 

 ここの中で、４年度の未収金対策という表

現が４番にしてあるんですけれども、そこ

で、２行目に、補助金を受給した全事業者に

対し、財産処分等を行う場合には、事前に手

続が必要であることなどを周知する文書を出

したということでありますけれども、グルー

プ補助金については、全てがそうか分かりま

せんけれども、担保も保証人も要らないよう

な状況を聞いたことがあったんですが、その

ことと、この関係がどう違うのかを少しお教

えいただければと思います。 

 

○田浦商工振興金融課長 今、西山委員の御

質問でございますグループ補助金の収入未済

に関しまして、保証人ですとか担保とかとい

うことがあるのかどうか、それとまた、この

最後の収入未収金対策のところがどう関係す

るのかということでございます。 

 実は、先ほど岩下委員から御質問ありまし

た中小企業の振興資金会計につきまして、こ

れは貸付金でございますので、そのときには

きちんと担保を取ったり保証人を取ったりと

いうことがございます。 

 こちらのグループ補助金の場合でございま

すけれども、それは補助金ということでござ

いますので、通常であれば、何もなければ、

その補助をしてそのまま終わってしまうとい

う形になります。 

 未収金が発生いたしますのは、補助金を出

した後に、それでほかの第三者に譲渡をする

とか、建物を壊してしまうとかということが

生じましたときに、その補助金のまだお金が

残っているといいますか、その補助金の価値

が残っている中で、そういった財産処分をす

るということでございますので、そこで返納

の義務が生じて、それを払わないと未収金に

なるという形でございますので、ちょっと貸

付金と違いまして、そこで保証を立てるとか

担保を取るとかということはないという実情

でございます。 

 今御説明申し上げましたとおり、初めは補

助金ですので何でもないんですが、後ほど処

分をした段階で初めてその返納が生じるとい

うことになりますので、そういったことがな
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かなか慣れない方も多うございますので、そ

ういった意味で、財産処分を行うときにはき

ちんと事前に御連絡くださいということを、

平成30年度から、全貸付事業者に対しまして

通知をいたしているという形になってござい

ます。 

 

○西山宗孝委員 大方のことは、私も理解し

ているつもりなんですけれども、そういった

際に際して連絡するように文書を出したとい

うくだりなんですけれども、これは、補助金

を与える場合に、もちろん自己資金何割かを

持って事業に当たるということになっている

と思うんですが、その補助金を出す場合に、

注意喚起としては処分しちゃいかぬというこ

とになっているのか、それとも、する場合に

はどうとかいう条件が上がってたんですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 まさに今お話あり

ましたとおりに、そのグループ補助金でつく

った施設設備等でございますけれども、やは

りその後の経営状況等もございますので、必

ず処分してはいけないということではござい

ません。 

 ただ、今まさに委員がおっしゃいましたと

おり、貸付けといいますか、その補助金を出

す際に、処分をする場合には御連絡ください

ということは、もちろん一緒にお伝えしてい

るところでございます。 

 

○西山宗孝委員 処分してもいいということ

になりますか。 

 

○田浦商工振興金融課長 その処分について

は、特に処分しちゃいけないという制限はご

ざいません。 

 

○西山宗孝委員 分かりました。せっかくの

補助ですので、そういったのを分かっててさ

れる方もいらっしゃるでしょうし、補助って

そんなもんかなと思いもするんですけれど

も、せっかくの補助、公費を使うわけですの

で、その辺りも、今後のこととして、処分し

てもいいよということはおっしゃらないと思

うんですが、少しぐらい要件的なことを加味

したり、注意喚起を事前に図ったりするのを

強めたほうがいいのかなって感じがしました

ので、ぜひとも今後の参考にしていただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

 

○荒川知章委員 附属資料の８ページで、未

収金対策として、債務者に対して納入を働き

かけるための電話や訪問等を実施とあります

けれども、大体何件に対して、この電話や訪

問をして、そのうち何件が返済をされたか分

かりますか。 

 

○池永商工政策課長 ８ページの、これは営

業時間短縮要請協力金の返還についてなんで

すけれども、３番の未収額の状況の３件に対

して電話等の働きかけをしております。訪問

についても実施をしております。ただ、若干

その未収の対象者が生活保護の受給者であっ

たりということで、生活が困難をしておりま

す者や計画的に返還を申し出ておられる方等

について、この３件について今返納を求めて

おるところでございます。 

 

○荒川知章委員 ありがとうございます。 

 すみません。次、説明資料の５ページで、

くまもと創造人材奨学金返還等サポート事業

で2,541万4,000円ありますけれども、すみま

せん、これの現状を詳しく教えていただきた

いんですけれども。 

 

○池永商工政策課長 くまもと創造人材奨学

金返還等サポート事業につきましては、平成

30年10月から開始しておりまして、県と制度

に参加する県内の参加企業さんとが２分の１



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和５年10月16日) 

 - 32 - 

ずつを拠出しまして、県内に就職する若者の

奨学金返還や赴任旅費等を支給することによ

り、若者の県内就職と定着を促すものとして

スタートしておりまして、今年度から商工政

策課のほうで担当しておりまして、昨年度ま

で企画課のほうで担当しておりました。 

 令和４年度は、令和２年度及び令和３年度

に就職された方69名へ奨学金返還支払いを行

っております。また、赴任旅費、赴任費用等

につきましては、３名に対し支援を行ったと

ころでございます。 

 以上です。 

 

○荒川知章委員 ありがとうございました。

大丈夫です。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○鎌田聡委員 すみません、34ページです

ね。 

 新型コロナ対応再就職支援プログラムとい

うことで取組がなされておりまして、こちら

の主要な施策の成果で見ますと、95人の就職

が決定したということで、成果をきちんと出

してるとは思いますけれども、実際、失われ

た雇用というのがどのくらいで95人の再就職

ができたのか、その辺のちょっと比較をした

上での成果を確認したいと思いましてです

ね。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 新型コロナ対応再就職支援プログラムにつ

きましては、今委員御説明のとおり、企業へ

の就職に結びついたのが95人でございます。

これのもともと県内で何人ぐらいその職を失

ったかということでございますけれども、す

みません。職を失った数の全体数について

は、申し訳ございません、ちょっと今手持ち

ございませんので、後ほど調べた上で報告さ

せていただきたいと思います。 

 

○鎌田聡委員 県のほうも、これは工夫して

こういった取組をなされてきてると思います

し、これは、コロナが５類になって雇用情勢

がどうなったか、ちょっとあれですけれど

も、これは今年度もやられてるんですかね。 

 

○時田労働雇用創生課長 この当該事業につ

きましては、令和４年度で終了しておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 先ほど申し上げましたよう

に、どれだけの効果が成果があったのかと少

しちょっと確認したいと思いまして、後でま

た数字を教えていただきたいと思いますし、

これでコロナが落ち着いて雇用がちゃんと維

持されていくということが大事だと思います

けれども、また、万が一いろんな状況がまた

変化してくる可能性もありますので、ぜひ、

ここで得られたノウハウというのをしっかり

とまた今後に生かしていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いしときたいと思いま

す。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩中伸司委員 初歩的な質問で申し訳ない

んですが、この資料を説明いただいて私が感

じたのは、熊本は、特にどこでもそうでしょ

うけれども、中小企業がやっぱりこの地域を

支えているなという思いがしてるんですが、

その中で、この熊本県は、今いろいろ説明い

ただいた対象企業というのは何社ぐらいあっ

て、何社ぐらいが順調な経営なのか、赤字が

何％なのかというのが分かってればお示しい

ただきたいんですが、そういうのが分かりま

すか。今の決算を聞きよったら、危ない企業

が多いなと思いながら……。 
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○内藤総括審議員 委員御指摘のとおり、本

県は、中小企業の割合が圧倒的に多いところ

でございますけれども、特に危ない企業が多

いというわけではございませんで、ただ、割

合として数値を今持っているという、すぐ出

せるというものではございませんので、後ほ

どそれはお持ちいたしたいと思います。 

 

○岩中伸司委員 後でいいです。 

 

○髙野洋介委員長 岩中委員、大丈夫です

か。 

 

○岩中伸司委員 はい。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○溝口幸治委員 すみません。これは、ペー

ジでいうと30ページのところにちょっと出て

くるんですけれども、労働雇用創生課の火の

国ハイツの法人解散に伴う残余財産と出てき

ますけれども、あそこは、なかなか、この労

働雇用創生課だけでいろいろこう処分に向け

てというか、活用に向けて考えていくのは非

常に厳しいだろうということで、都市計画課

とか、体育保健課とか、いろいろなところと

連携してやっていくことが大事だというふう

に考えているんですが、現時点では、どうい

うふうな方向で今労働雇用創生課が取り組ん

でらっしゃるのか、お聞かせください。 

 

○時田労働雇用創生課長 火の国ハイツの今

後の利活用、特に土地が該当するかと思いま

すけれども、今現在、都市計画課、それから

私ども労働雇用創生課、それから知事公室

と、今後の利活用について、まずは、法的な

制限もかかっております都市公園区域内とい

うこともありますので、そういう利用制限が

かかっている土地の中に建物が建っておりま

すから、今申し上げた公室、それから私ど

も、それから都市計画課とともに、今後の活

用で可能性のあるものについて、今庁内で検

討しているという段階でございます。 

 

○溝口幸治委員 私の率直な感想は、多分あ

んまり進んでないのかなと思いますけれど

も、例の渋滞対策とか駐車場の確保とか、あ

あいうものも絡んできますので、ちょっとス

ピード感を持って取り組んでいただきますよ

うにお願いをしておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○時田労働雇用創生課長 はい、分かりまし

た。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉永和世委員 15ページ、商工振興金融

課。 

 地域にとって、商工会あるいは商工会議所

という、その果たす役割って非常に大事な部

分があると思います。 

 こうやって補助金を出すということは、あ

る程度県の思いをしっかりと酌んで、それを

しっかりと地域の中で中小企業育成に対して

取り組むという姿勢が思いがあるんだろう

と、なくてはならないというふうに思うんで

すけれども、今現在、商工会、商工会議所と

の連携の取り方というのは、どういった形で

やってらっしゃるのか、聞かせていただけれ

ば。 

 

○田浦商工振興金融課長 今、商工会、商工

会議所に関する県との関係ということで、ど

んな形の連携をしているかという御質問でご

ざいますけれども、御指摘されましたとお

り、職員の補助等を通して支援をしている、

まさにその中で県の考えが生かせているんじ

ゃないかということでございますけれども、

実は、商工会とか商工会議所につきまして
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は、私どももいろんな場面で意見交換をさせ

ていただいております。 

 例えば、今の目下の経済状況はどうなの

か、中小企業の今求めているニーズは何なの

か、そういったところにつきましては、頻繁

に意見交換をさせていただいているというと

ころでございます。 

 

○吉永和世委員 先ほど、熊本県は、中小、

零細の割合が非常に高いということなので、

その流れでいくと、地域においてもやっぱり

そういう状況なんだろうと思うので、やっぱ

り今非常に状況が状況で、物価高騰なり何な

りで非常に資材が入りにくいとか、いろんな

状況がまた変わってきつつあると思うので、

先ほど、商工会、商工会議所のある意味その

ニーズを捉えていただいて、そこら辺に対す

る支援というか、それを県の思いとしてしっ

かりと商工会、商工会議所にやっていただく

ということが大事かなと思いますので、少々

額が増えても、それをしっかりやっていただ

くということが大事なので、今やっていると

ころとやってないところの差が若干こうある

ような感じもありますので、そこをしっかり

と同じようなレベルにしていただくというの

が非常に大事かなと思いますので、しっかり

とお願いしたいと思います。 

 

○田浦商工振興金融課長 ありがとうござい

ます。 

 今御意見いただきましたとおり、いろいろ

な場面で商工会議所、商工会と連携を取りな

がら、また、私どももまだ認識してないとこ

ろもあるかと思いますので、そういったとこ

ろも含めて、改めてまた連携を強くしながら

進めてまいりたいと思います。 

 

○吉永和世委員 お願いします。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○城戸淳委員 今、商工会、商工会議所の会

員の話が出ましたけれども、その会員の中で

も、特に商店街について少し御質問させてい

ただきたい。 

 ８ページでございます。 

 商店街コロナ影響分析・継続計画策定支援

事業とあって、これは、金額としては10商店

街で2,990万ぐらいの予算をされております

けれども、この分析によって、まずはどうい

う分析から見えてきたものがあるのかと、あ

とは、継続していく中で、効果的な取組とし

てはどういうものがあったのかということを

ちょっとお尋ねしたいと思います。 

 

○田浦商工振興金融課長 こちらは、今後の

商店街がどういうふうな形で持続可能な計画

というものをつくれるかとか将来のビジョン

を抱くかというところでございます。 

 これは、なかなか、商店街の皆様に話し合

っていただく形の中で出てくるものでござい

まして、それぞれその特徴はやはりございま

す。山鹿なら山鹿ですとか、熊本市内なら熊

本市内、八代なら八代というところで、いろ

んなところで計画を立ててございます。 

 計画を立てた中で、それを実現していく、

長期的にとか短期的に実現していくというと

ころにつきまして、また、私どもの商店街関

係の補助金等ございますので、それを活用し

てやっていただくという形で今連携を取りな

がら、その流れをつなぎながらやっていると

ころでございます。 

 

○城戸淳委員 やっぱりコロナ禍で、かなり

商店街の特に飲食業の方が辞められたところ

もあるし、特に、これから夜の飲食業といい

ましょうか、やっぱりタクシー、代行、この

辺がもうかなり逼迫した課題がありますの

で、商店街としては、かなり危惧して、これ

から将来の不安もまだまだ――コロナ禍が明
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けたと、５類になったといえども、非常に厳

しい状況が続いている。これの打開策とし

て、非常になかなか難しいところもあります

けれども、先ほど言いました、やっぱりまず

は、人が行かないために、タクシーとかあの

辺がないもんだから、非常に逼迫しているも

んだから、その辺も非常にどがんかせなんな

というのもちょっと思っておりますけれど

も、商店街もいろいろ一生懸命取組をされる

ところもありますので、その辺は、継続して

支援をして、これからまたコロナが明けて、

いろんなメニューも考えていただいて、支援

をしていただけたらと思います。 

 これは、要望でお願いします。 

 

○髙野洋介委員長 はい、分かりました。 

 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 51ページと52ページの部分

で、企業立地促進貸付金の件ですが、なかな

か、補助金申請が見込みを下回ったというこ

とだけれども、イメージ的には、熊本の場

合、今企業立地の促進という形で、申込みが

逆にもう多いんじゃないかと思うんだけれど

も、結果的には少なかったという、これの背

景というのをちょっと若干お尋ねしたいと思

います。 

 

○元田企業立地課長 城下委員の今御質問で

ございます。 

 ほかの委員会も含めまして、企業誘致が進

んでいるところは常々お伝えしてきていると

ころでございます。 

 また、本県の中小企業が非常に大事だとい

うところにおきましても、改めて誘致企業の

ウエートというのもございまして、この企業

立地促進費補助等が企業誘致部分で減額等が

生じている部分ございますけれども、こちら

につきましては、当初予算の時点で、見込ん

でいた数字よりも実績等で精査のタイミング

がずれたりとか、そういった様々な要因もご

ざいまして、決算のベースでちょっと数字が

落ちているのはございますけれども、総じて

その全体の数が減っているとかそういうこと

ではございませんで、当初予算との比較でち

ょっとずれが生じているということによる減

額が主なものでございます。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 それで安心しました。今一

番熊本は売手市場だから、基本的にはたくさ

ん来るような声がオファーが多いだろうと思

うので、しっかり頑張っていただきたいと。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、私のほうから最後に御質問なん

ですけれども、最初に、部長の冒頭の中で、

昨年度の委員長報告の未収金対策についてお

話がありましたけれども、今年も未収金が改

善されている部分と改善されてない部分がご

ざいますが、私、前からずっと問題視してお

りますのが、今の皆様方の体制の中で未収金

をこれ以上やっても、人的に不足しているん

じゃないかなというふうな懸念をしておりま

す。 

 といいますのが、当然、それぞれの御意見

が今ありましたけれども、それぞれ、商工会

だとか、商工会議所だとか、商店街だとか、

そういったところも支援をしなければいけな

い一方で、こういう徴収対策もしなければい

けないということで、人的に大変厳しい部分

があるんじゃないかなというふうに思ってま

すが、実際のところ、そういう未収金対策と

か、そういう徴収対策についての人的な数自

体は足りてるのかなというのを、ざっくりで

構いません。もう単刀直入で構いませんの

で、足りてるか足りてないかだけでも構いま

せんので、言っていただければと思いますけ

れども、どちらでお答え……。 
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○田浦商工振興金融課長 ありがとうござい

ます。 

 今お話ししていただきましたとおり、今、

商工振興金融課、様々な事業を抱えてござい

ます。その中で、こういった未収金の対策と

いうものをきちんと力を入れてやってござい

ます。 

 本当に職員は一生懸命やってございまし

て、実は、先ほど7,000万円をきちんと回収

いたしましたって話もそうですし、今年度に

なりまして、今まで払っていただけなかった

ところから新たに払っていただくというの

は、少額ではございますが、そういったもの

も日頃の職員の努力でこういうことができた

のかなということは感じております。 

 一方で、今まさに委員長御指摘のとおり、

こういったところに対して、少額のこのお金

を取るために、これだけの人間をかけるのか

というところ、今職員、本当、一斑一班一生

懸命頑張ってその対応をしているところでご

ざいますけれども、なかなかそこもうまくい

けるのか、バランスが取れるのかというとこ

ろはございます。そこは部内でもきちんと相

談をしながら、今後の体制というものについ

て考えていきたいと思ってございます。 

 

○髙野洋介委員長 ありがとうございます。 

 回収が難しい部分も多いと思いますし、当

然、借りた人は、最初は返したくても、そう

いった形でスタートしてるんだけれども、ど

うしてもせっぱ詰ったりとか難しい部分があ

ると思いますが、あくまでも税金を流入して

いるもんですから、しっかり公平性の観点を

抱きながら、法的措置をしながら、やっぱり

そこはきちんとやらなければいけない一方

で、民間を活用しながら、もう少し徴収率を

上げるという努力も考えていかなければいけ

ないなというふうに思いますので、ここは要

望しておきますので、今後とも精いっぱいよ

ろしくお願いをいたします。 

 ほかにございませんか。 

 なければ、これで審査を終了いたします。 

 次回の第５回委員会は、10月20日金曜日午

前10時から開会し、午前に農林水産部、午後

から健康福祉部の審査を行うこととしており

ますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

  午後２時９分閉会   
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